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価値と生産価格（上）
── 総計一致の ２ 命題の把握 ──
高　島　浩　之
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　 ２  ．生産価格表式と生産価格対応価値表式の比較で捉えた ２ 命題の
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　 3 ．生産価格の成立と不等価値交換
　 4 ．資本の循環運動と総計一致の ２ 命題の把握
　補論 1 ．費用価格の生産価格化と総計一致の ２ 命題
　補論 ２ ．剰余労働の搾取と利潤の存在
Ⅰ．価値表式と生産価格表式
1 ．課題の設定
　労働の自由な部門間移動に障害がなければ，可変資本 v に対する剰余
価値 m の比率である剰余価値率 m′（=　）mv は各生産部門間で均等化される
傾向をもつ。しかし可変資本 v に対する不変資本 c の比率である資本構成 
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　　　 は各生産部門に固有な技術的構成を反映して均等化の傾向はなく，
生産部門間で相違する。
　生産部門間で剰余価値率が等しく資本構成が異なる場合に，各生産部門
で生産された商品が価値どおりの価格（価値価格）で販売されるとすれば，
資本構成の相違に応じて各生産部門の利潤率π（=　　）mc+v は相違する。すな
わち資本構成の高位な生産部門ほど同量の資本（=c+v）が生産する剰余
価値量は少なく，したがって利潤率は低くなる。しかしマルクスは，現実
には生産部門間で利潤率の相違は存在せず，各部門の利潤率は均等化され
平均利潤率が形成されており，ここに価値理論と現実の運動との矛盾を指
摘し，次のように問題提起した。
　　「こうしてわれわれは，すでに次のことを明らかにした──すなわち，
異なる産業諸部門においては諸資本の有機的構成の相違に対応して，ま
た前述の限界内では諸資本の回転期間の相違にも対応して，不等な利潤
率が支配するのであり，それゆえまた，同じ剰余価値率のもとでも，同
じ有機的構成の諸資本にとってのみ──同じ回転期間を前提すれば──
利潤は諸資本の大きさに比例し，それゆえ同じ大きさの諸資本は同じ時
間内には同じ大きさの利潤を生む，という法則（一般的傾向から見て）が
妥当することがそれである。ここに展開されたのは，諸商品が価値どお
りに売られるという，一般にこれまでわれわれの展開の基礎であったも
のに基づいて言えることである。他方，非本質的な，偶然的な，相殺さ
れる諸区別を度外視すれば，異なる生産諸部門にとっての平均利潤率の
相違は現実には実在せず，また資本制的生産の全体制を廃棄することな
しには実在しえないであろうということは，少しも疑う余地がない。し
たがって価値理論はここでは現実の運動と一致しえず，生産の実際の諸
現象と一致しえないかのように見え，それゆえ，一般にこれらの諸現象
q（= ）cv
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を把握することは断念しなければならないかのように見える。」1）
　この問題をマルクスは，商品価値の生産価格への転化によって解決す
る。いま剰余価値率が均等（100%）で資本構成の異なるⅠ～Ⅴの 5 つの生
産部門を想定する。各部門に投下された資本（不変資本 c+ 可変資本 v）を
等量に100と置けば，利潤率π（%）は各生産部門の剰余価値量と一致し，
資本構成の高位な生産部門ほど生産される剰余価値量は少なく利潤率は低
い。マルクスは，各部門で使用された固定資本の価値量と償却率の相違を
考慮して，投下資本を構成する不変資本部分のうち実際に商品に移転した
価値（消費された c）を任意に設定して各部門で費用価格の異なる表を作成
した。その際，消費された c の数値は，各部門の費用価格と商品価値に影
響を与えはするが，投下資本量は変化せず，したがって利潤率に何ら影響
を与えるものではないことを強調する。
　資本構成の相違に基づく各部門間の利潤率の不均等は，商品が価値から
乖離した価格で販売されるならば解消され，各部門に平均利潤率が形成さ
れることを示したものが次の表 1 である。
　表 1 では，各部門の商品が価値から乖離した価格で販売されることに
よって，各部門の利潤率は均等化され，各部門で同等の２２% の利潤率が
形成されている。Ⅰ，Ⅳ，Ⅴ部門の商品は価値以上，Ⅱ，Ⅲ部門の商品は
価値以下の価格で販売されることによって，価値価格での販売による利潤
率の不等は消滅し平均利潤率が形成される。すなわち資本構成が社会的平
均（=　    ）78c22v より高位な生産部門の商品はその価値以上の価格で，反対に平
均構成より低位な生産部門の商品はその価値以下の価格で販売されること
によって各部門に均等な利潤率が形成され，そのような各部門に均等な利
1 ）　K. Marx, Das Kapital, Bd. Ⅲ, Dietz Verlag, 1964（以下，K. Ⅲと略記）, S. 
162.
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潤率（平均利潤率）をもたらす価格を生産価格とする。マルクスは表 1 を
次のように総括している。
　　「総括すれば，諸商品は ２ + 7 +17=２6だけ価値より高く売られ，
8 +18=２6だけ価値より安く売られ，その結果，剰余価値の均等な分配
による──すなわちⅠ～Ⅴの諸商品のそれぞれの費用価格に対する，前
貸資本100につき２２という平均利潤の追加による──価格乖離は相殺さ
れる。諸商品の一部分がこの部分の価値より高く売られるのと同じ比率
で，他の部分がその部分の価値より安く売られる。そしてこのような価
格での諸商品の販売のみが，Ⅰ～Ⅴの諸資本の有機的構成が異なるにも
かかわらず，Ⅰ～Ⅴに対する利潤率が均等に２２% であることを可能に
する。異なる生産諸部門の異なる利潤率の平均をとり，この平均を異な
る生産諸部門の費用価格につけ加えることによって成立する諸価格，こ
れが生産価格である。」（K. Ⅲ, S. 167）
　各部門の商品価値と生産価格は乖離するが，その乖離はマクロ的には完
表 1
資本 剰余価値率剰余価値利潤率 消費されたc 商品価値費用価格（生産）価格
（平均）
利潤率
価値から
の乖離
Ⅰ80c+20v
Ⅱ70c+30v
Ⅲ60c+40v
Ⅳ85c+15v
Ⅴ95c+ 5v
100%
100%
100%
100%
100%
20
30
40
15
5
20%
30%
40%
15%
5%
50
51
51
40
10
90
111
131
70
20
70
81
91
55
15
92
103
113
77
37
22%
22%
22%
22%
22%
+  2
－ 8
－18
+  7
+ 17
合計390C+110V 110 202 422 312 422 0
　（注）　マルクスの作成した第 ２ 表と第 3 表を合体した。
（出所）　K. Ⅲ, S. 166-167.
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全に相殺され 総価値4２２ = 総生産価格4２２ が成立している。さらに総生産
価格4２２と総費用価格31２の差額110が総平均利潤となるが，これも総剰余
価値110と一致し，総剰余価値 = 総平均利潤も同時に成立している。それ
ゆえマルクスは 総価値 = 総生産価格 および 総剰余価値 = 総平均利潤 と
いういわゆる総計一致の ２ 命題の成立を主張する。
　　「すべての異なる生産諸部門の利潤の総額は剰余価値の総額に等しく
なければならず，また社会的総生産物の生産価格の総額はその価値に等
しくなければならない。」（K. Ⅲ, S. 18２）
　このマルクスの価値から生産価格への転化の処理方法と総計一致の ２ 命
題の成立を巡って，いわゆる「転形問題」が生じることとなり，今日まで
長期にわたる論争が展開されている。本稿は，各生産部門で剰余価値率は
等しいが資本構成の相違する場合を想定して，各部門に均等な利潤率をも
たらす生産価格の成立段階における価値法則の貫徹を総計一致の ２ 命題と
の関連で考察する。
2 ． 価値表式から価格表式の導出
　総計一致の ２ 命題は，各生産部門の生産物価値と生産価格ではなく，社
会的総生産物の総価値と総生産価格および総剰余価値と総平均利潤の関係
を対象としている。そのため社会的総資本の総生産物を生産財と消費財に
分け，それに対応して社会的生産を生産財生産部門（Ⅰ部門）と消費財生
産部門（Ⅱ部門）の ２ 大生産部門に分割し，両部門で剰余価値率は等しい
が資本構成の異なる価値表式を考察の出発点としよう。価値表式をもとに
価格表式を作成し，次に価格表式一般から平均利潤率が形成される生産価
格表式を特定する。出発価値表式を［価値表式Ⅰ－1］とし，その数値式を
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［価値数値表式Ⅰ－２］とする。各生産部門で剰余価値率　　　　は等しく，
資本構成　　　　が相違する場合を以後の議論では前提とする。
　価値数値表式は ２ 部門分割を基本に，両部門の剰余価値率を等しく
100% と仮定し，Ⅰ部門がⅡ部門より高位な資本構成となるケースを想定
する。Ⅰ部門の資本構成 q1 とⅡ部門のそれ q２ を下記のように数値設定し
た［価値数値表式Ⅰ－２］を使用して以後の議論は展開される。
　Ⅰ部門で生産される生産財とⅡ部門で生産される消費財が価値価格で販
売されるとすれば，Ⅰ部門の利潤率π1=２0%，Ⅱ部門の利潤率π２ ≒43% と
なり，資本構成の高位なⅠ部門（q1 ＞ q２ ）の利潤率はⅡ部門より低くな
る。
　この出発価値表式から価格表式を作成しよう。生産財と消費財の価値
w に対する価格 p の乖離率をそれぞれ　　　　　　　　とする。その場
m′（=　）mv
q（= ）cv
x（=  ），y（=  ）w1
p1 p2
w2
=
V M WCΣ
m1
m2
c1
c2
v1
v2
w1
w2
c1
v1q1
    
=
m1
c1+v1
π1
    
=
m2
c2+v2
π2
    
=
c2
v2q2
    
=
m
vm'
不変資本 可変資本 剰余価値 生産物価値 資本構成 剰余価値率 利潤率
Ⅰ
Ⅱ
+
+
+
+
+
+
＝
＝
＝
　　注）不変資本，可変資本，剰余価値の記号は各生産部門では小文字，社会全体では大文
字で表す。
　　　［価値表式Ⅰ－1］
=
Σ
q1
    
=π1
    
=π2
    
=
4
3
q2
    
=m'
不変資本 可変資本 剰余価値 生産物価値 資本構成 剰余価値率 利潤率
Ⅰ
Ⅱ
1200c1　＋   300v1　＋        300m1　=　1800w1
 400c2　＋   300v2　＋       300m2　 =　1000w2
1600C　＋      600V　＋       600M　   =　2800W
4
1
1
5
3
7
　　　［価値数値表式Ⅰ－２］
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合，生産財の価格 p1 と消費財の価格 p２ は，生産財の価値 w1（=c1 +v1 +m1 ）
と消費財の価値 w２（=c２ +v２ +m２ ）にそれぞれ x， y（> 0 ）を乗じること
で表示される。したがって生産財と消費財の価格は，
　　p1 =w1 x=（c1 +v1 +m1 ）x 
　　p２ =w２ y=（c２ +v２ +m２ ）y
となる。さて価格が価値から乖離すれば，不変資本 c と可変資本 v の諸要
素を補塡する諸商品も価値ではなく価格で売買されるので，c+v のいわ
ば費用価値部分も価格化されなければならない。
　ボルトキェヴィッチは，価値から乖離した生産価格が成立すれば費用価
格も生産価格化されなければならないにもかかわらず，マルクスは費用価
格を価値のまま放置して生産物価値の生産価格への転化を説いていると，
その転化方法を批判した。
　　「このような問題解決法は承認することができない。なぜなら平均利
潤率の原理は，それがマルクスの意味での価値法則にとってかわるとき
は，不変資本や可変資本の要素をふくまなければならないのに，右の手
順（マルクスの転化手順──引用者）は，転化過程からこれら不変資本，
可変資本を排除しているからである。」2）
　しかしマルクスは費用価格の生産価格化という「費用価格の規定に関す
る修正」の必要性を十分に認識していた。
２ ）　L. v. Bortkiewicz, “Zur Berichtigung der grundlegenden theoretischen 
Konstruktion von Marx in dritten Band des Kapital”, Jahrbücher für 
Nationalökonomie und Statistik, Bd. 34. 1907. 玉野井芳郎・石垣博美訳『論
争・マルクス経済学』法政大学出版局，1969年，所収，231ページ。
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　　｢以上に述べた展開によって，諸商品の費用価格の規定について，明
らかに一つの修正が生じている。最初には，一商品の費用価格はその商
品の生産に消費された諸商品の価値に等しいと仮定された。しかし一商
品の生産価格は，その商品の買い手にとっては商品の費用価格であり，
それゆえ費用価格として他の一商品の価格形成にはいり込みうる。生産
価格は商品の価値から乖離しうるので，一商品の費用価格──そのなか
には他の商品のこのような生産価格が含まれている──も，その商品の
総価値のうち，その商品に入り込む生産諸手段の価値によって形成され
る部分よりも，大きいかまたは小さいものでありうる。費用価格のこの
修正された意義を想起すること，それゆえ一つの特殊な生産部門におい
て，商品の費用価格がその商品の生産に消費された生産諸手段の価値と
等置されるならば，つねに誤りが生じうることを想起すること──これ
が必要である。われわれの当面の研究にとっては，この点にこれ以上詳
しく立ち入る必要はない。｣（K. Ⅲ, S. 174）
　不変資本 c の諸要素を補塡する生産財はその価値の x 倍の価格で，可変
資本 v を補塡する労働力の再生産と関連する消費財はその価値の y 倍の
価格で費用価格に入り込むことによって，費用価値 c+v は費用価格
k=cx+vy に転化する。生産物価値 w が価格 p に，費用価値 c+v が費用
価格 cx+vy に転化することによって，前者と後者の差額は価値タームで
剰余価値 m（=w－c－v），価格タームで利潤 r（=p－cx－vy）と規定され
る。両部門の利潤を商品の価値構成 c，v，m と乖離率 x，y の記号を用い
て規定すれば次のようになる。Ⅰ部門の利潤 r1 は，生産財価格 p1（=w1 x）
と費用価格 k1（=c1 x+v1 y）の差額であり，
　　r1 =p1 －k1 =w1 x－（c1 x+v1 y） 
　　  =（c1 +v1 +m1 ）x－（c1 x+v1 y）=m1 x+v1（x－y）
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Ⅱ部門の利潤 r２ は，消費財価格 p２（=w２ y）と費用価格 k２（=c２ x+v２ y）の
差額であり，
　　r２ =p２ －k２ =w２ y－（c２ x+v２ y） 
　　   =（c２ +v２ +m２ ）y－（c２ x+v２ y）=m２ y－c２（x－y）
と表示できる。これまで価格一般表式において，利潤 r を販売価格 p と
費用価格 cx+vy の差額として表示するか，あるいは費用価格に利潤率π
を乗じて規定してきた。すなわち r=p－（cx+vy）とするか，あるいは
r=π（cx+vy）と表記してきた。利潤量を示すには，それらは確かに一つ
の有用な表記法である。しかしその規定では価値タームで価格タームにお
ける利潤 r に関連しているものは不変資本 c と可変資本 v であり，剰余価
値 m は排除されている。上記のように利潤量を規定すれば，利潤 r と剰
余価値 m の関係が価格表式の分析に入り込むことで新たな論点の展開が
可能となる。
　生産財と消費財の価値に対する価格の乖離率 x，y として，費用価値部
分も価格化した場合の価格一般表式を作成すれば次の［価格表式Ⅱ－ 1 ］と
なる。
　いま =hxy ，すなわち生産財価格の価値からの乖離率が消費財のそれの
h 倍（h ＞ 0 ）であるとすれば，上記の価格表式は次の［価格表式Ⅱ－ ２ ］
に変換される。価格表式において y は，消費財価値に対する価格の乖離率
　　　［価格表式Ⅱ－1］
Σ
Ⅰ
Ⅱ
費用価格 k 価格 p利潤 r
c1x + v1y
c2x + v2y
m1x ＋ v1（x － y）
m2y － c2（x － y）
Cx + Vy m1x + m2y + （v1－c2）（x－y）
＋
＋
w1x 
w2y 
総費用価格 K 総利潤 R 総価格 P
＋ w1x + w2y 
＝
＝
＝
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を示すとともに，価格水準を確定する機能を果たしている。
3 ． 価格表式から生産価格表式の特定
　生産財と消費財が価値価格で取引されている場合（h= 1 ）には，両部
門の利潤率
m
π（=   　　）rcx+vy は，価値タームで考察した価値利潤率（=　　）
m
c+v に
等しく，Ⅱ部門より資本構成の高位なⅠ部門の方が利潤率は低い。この資
本構成の相違に基づく利潤率の格差は，価値から乖離した生産価格の成立
によって解消され，両部門の利潤率は均等化される。では両部門に均等な
利潤率（平均利潤率）をもたらす生産価格は，生産財と消費財の価値から
の乖離率が如何なる状態に置かれているときに成立するのであろうか。あ
るいは生産財と消費財の価値からの乖離率の相対比である h が如何なる
数値をとるときに生産価格が成立し，両部門に平均利潤率をもたらすであ
ろうか。［価格表式Ⅱ－２］から，両部門の利潤率は次のように規定される。
　　 
⑴　 
　　　 ⑵　
⑴，⑵よりⅠ部門とⅡ部門の利潤率が等しくなる（π1 =π２ ）ための h を
求めれば，h は次の ２ 次方程式
　　c２ w1 h２ +（v２ w1 －c1 w２ ）h－v1 w２ = 0  ⑶　
π1=   　　 －１
w1h
c1h+v1
π2=   　　 －１
w2
c2h+v2
Σ
Ⅰ
Ⅱ
費用価格 k 価格 p利潤 r
（c1h + v1）y
（c2h + v2）y
{m1h ＋ v1 （h －1 ）}y
{m2 － c2 （h －1 ）}y
（Ch + V）y {M＋（v1+m1－c2） （h－1）}y
＋
＋
w1hy 
w2y 
総費用価格 K 総利潤 R 総価格 P
＋ （w1h + w2）y 
＝
＝
＝
　　　［価格表式Ⅱ－２］
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の解となるが，そのうち正の解を h* とすれば，
　　 h*= 2 c2w1
c1w2－v2w1＋   （v2w1－c1w2）2＋ 4 c2w1v1w2  ⑷　
となる。生産財と消費財の乖離率の相対比 h の値が⑷で得られる h* と一
致するときに生産価格は成立する。両部門で剰余価値率は等しく，Ⅰ部門
がⅡ部門より資本構成の高位な想定では，価値からの乖離率は生産財の方
が消費財より大（x ＞ y）となることによって，価値タームでの利潤率の
格差は価格タームで解消され平均利潤率が形成されることとなるので，
h ＞ 1 の範囲に h* が存在するケースを出発価値表式は選択している。
　以上の関係を，［価値数値表式Ⅰ－ ２ ］を用いて数値例で展開しよう。そこ
で仮定されている各部門の c，v，w の数値を⑶代入して整理すれば，h*
は次の ２ 次方程式
　　1２h ２ －11h－ 5 = 0  ⑸　
の解のうち正の解である。⑸を因数分解すれば
　　 12（h＋　）（h－　）=０13
5
4  ⑸'　
となるので，h=－ 　，13
5
4 を得る。そのうち理論的意味をもつ正の解を h
*
とするのであるから h*= 54 となる。すなわち生産財と消費財の乖離率の相
対比が 54 となるとき生産価格が成立し，両部門の利潤率は均等化される。
そしてその相対比の数値を⑴あるいは⑵に代入すれば平均利潤率
π*=　 （＝25%）14 となることも判明する。このように出発価値表式のデータ
によって生産価格成立段階における両財の価値からの乖離率の相対比 h*，
したがってまた両財の生産価格比と平均利潤率π* が決定されるのである
から，マルクスの「この（商品価値からの──引用者）展開がなければ，一
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般的利潤率は（それゆえ商品の生産価格も）無意味で没概念的な表象にとど
まる」（K. Ⅲ, S. 167）という主張は根拠をもつこととなる。
　生産財と消費財の乖離率の相対比 h が⑷で得られる h* に一致するとき
平均利潤率・生産価格が形成されることをみた。したがって生産価格表式
は，先の価格表式にある h を h* に置き換えることで表示できる。価格表
式にある h が h* となることによって，費用価格 k は生産価格化された費
用価格 k* に，利潤 r は平均利潤 r * に，価格 p は生産価格 p * に転化する。
したがって価格表式から次の［生産価格表式Ⅲ－1］が特定される。
　出発価値表式である［価値表式Ⅰ－Ⅰ］とそれから導出される［生産価格表
式Ⅲ－Ⅰ］の比較によって，価値から生産価格への転化の内容をみれば，生
産財の価値 w1 は生産価格 p1*（=w1 h*y）に，消費財の価値 w２ は生産価格
p２*（=w２ y）に転化している。それによって価値タームでの費用価値 c+v
と剰余価値 m は，生産価格タームでの生産価格化された費用価格
（ch*+v）y と平均利潤 r * に対応する。総剰余価値 M=m1 +m２ は総平均利
潤 R *={M+（v1 +m1 －c２ ）（h*－ 1 ）}y に，総価値 W=w1 +w２ は総生産価格
P *=（w1 h*+w２ ）y に対応している。
　生産価格の数値表式は，出発価値表式にある価値数値に生産価格を成立
させるh*= 54 を組み込めば作成され，それを［生産価格数値表式Ⅲ－２］とす
る。
　　　［生産価格表式Ⅲ－1］
Σ
Ⅰ
Ⅱ
生産価格化された
費用価格 k* 生産価格 p*平均利潤 r*
（Ch* + V）y
＋
＋
＋
＝
＝
＝
（c1h*＋v1）y
（c2h*＋v2）y
{m1h*＋v1 （h*－1 ）}y
{m2 － c2 （h* －1 ）}y
w1h*y 
w2y 
生産価格化された
総費用価格 K* 総生産価格 P
*総平均利潤 R*
{M＋（v1+m1－c2） （h*－1）}y （w1h* +w2）y 
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　両部門の利潤率は，生産財と消費財の乖離率の相対比が 　　　 のとき
均等化され平均利潤率π*=２5% が実現する。ここでようやく生産価格の成
立段階に到達した。では，これから y の数値を特定して生産価格水準を確
定しよう。総計一致の ２ 命題の成立を検討することからこの問題に接近
し，y の数値の特定化を試みる。
4 ． 価値表式と生産価格表式の比較で捉えた 2命題の両立
　まず生産価格に限らず価格一般における総計一致の ２ 命題の成立条件か
ら検討しよう。出発点に置かれている価値表式である［価値表式Ⅰ－ 1 ］
と，その価値表式に生産財，消費財の価格の価値からの乖離率 x，y を組
み込んで作成される価格一般表式である［価格表式Ⅱ－ 1 ］を対比すれば，
価値表式にある総価値 W（=w1 +w２ ）と総剰余価値 M（=m1 +m２ ）は，価
格表式における総価格 P（=p1 +p２ ）と総利潤 R（=r1 +r２ ）に対応している。
そこで総計一致の ２ 命題を捉えれば， ２ 命題とは両表式の対応する総計部
分を等置して，総価値 W= 総価格 P および総剰余価値 M= 総利潤 R と把
握される。すなわち出発点の価値表式と，乖離率を介してそれから導出さ
れる価格表式を比較し，そこで ２ 命題の成立を問うのであれば，総計一致
の ２ 命題とは次のように規定される。
（=h*）54
Σ
Ⅰ
Ⅱ
生産価格化された
費用価格 k* 平均利潤率π*平均利潤 r*
（2000＋600）y
＋
＋
＋
＝
＝
（1500＋300）y
（500＋300）y
生産価格化された
総費用価格 K* 総生産価格 P*総平均利潤 R*
450y
200y
2250y
1000y
生産価格 p*
1
4
（π1＝　　） 　
1
4
（π2＝　　） 　
650y 3250y＝
　　　［生産価格数値表式Ⅲ－２］
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　　 総価値 = 総価格より 
　　　w1 + w２ =w1 x+w２ y ⑹　 
　　　総剰余価値 = 総利潤より 
　　　m1 + m２ =m1 x+m２ y+（v1 －c２ ）（x－y） ⑺　
図 1 は，横軸に生産財価格の価値からの乖離率 x を，縦軸に消費財価格の
価値からの乖離率 y をとり，価値表式にある数値を用いて ２ 命題を成立さ
せる両財の乖離率の関係を示したものである。
　AC 線は総価値 W= 総価格 P を成立させる両財の乖離率の組合せを，
BD 線は総剰余価値 M= 総利潤 R を成立させるそれを示している。 ２ 命
題が同時に成立することを意味する AC 線と BD 線の交点は x=y= 1 に
（注）　AC 線は 9 x+ 5 y=14，BD 線は x+ ２ y= 3 ，oπ＊線は y=　x を示す。
　　　E 点（1,1），F 点（ 　， 　），G 点（ 　，　 ）となる。
4
5
14
13
56
65
15
13
12
13
図 1 　 ２ 命題を成立させる両財の乖離率
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・・・
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位置する E 点に限られる。すなわち生産財，消費財とも価値に一致した
価格で販売される場合に限って総価値 = 総価格および総剰余価値 = 総利
潤の ２ 命題が同時に成立する。しかしこれは両財とも価格が価値から乖離
しないケースであって，その価格表式は出発点の価値表式に還元される。
両財の乖離率が 1 となって，価格表式が価値表式に帰着する場合には，無
条件的に総計一致の ２ 命題が成立すること自明であり，ここに転形問題は
生じない。生産財と消費財の価格が価値と一致する E 点では ２ 命題は同
時に成立するが，しかしⅠ・Ⅱ部門の資本構成の不等に起因する利潤率の
相違は解消されておらず，したがって E 点では平均利潤率・生産価格は
形成されない。
　平均利潤率・生産価格は oπ* 線　　　　 上で形成される。図 1 におい
て，平均利潤率・生産価格の成立を示す oπ* 線と，総価値 = 総価格を示
す AC 線および総剰余価値 = 総利潤を示す BD 線は一点で交わることな
く，AC 線と oπ* 線の交点 F と，BD 線と oπ* 線の交点 G が存在する。F
点は生産価格成立下における総価値 = 総価格の命題の貫徹であり，した
がってこの命題は F 点では総価値 W= 総生産価格 P * を意味する。他方，
G 点は生産価格成立下における総剰余価値 = 総利潤の命題の貫徹である
から，この命題は G 点では総剰余価値 M= 総平均利潤 R * を意味する。
図 1 からわかるように，総価値 = 総生産価格を意味する F 点か，総剰余
価値 = 総平均利潤を意味する G 点か，いずれか一方の命題が出発価値表
式と生産価格表式のもとで成立するが，両命題は同時に成立しない。した
がって生産財と消費財の乖離率を F 点に設定すれば総価値 = 総生産価格
の命題が，G 点に設定すれば総剰余価値 = 総平均利潤の命題が成立する
こととなるが，両命題を同時に満たす乖離率の組合せはない。
　ここで，総計一致の ２ 命題との関連で，生産価格成立段階における y の
数値の特定化に対して ２ つの論拠を得た。それは F 点と G 点における乖
（y=  x）1 h*
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離率 y の採用である。それでは F 点と G 点で y の数値を特定した場合，
生産価格数値表式と出発価値表式を比較すれば次のようになる。
　価値表式［ 1 ］と生産価格表式［ ２ ］を比較すれば，総価値 ２800W= 総
生産価格 ２800P * となるが，総剰余価値 600M ≠総平均利潤 560R * であ
り，今度は価値表式［ 1 ］と生産価格表式［ 3 ］を比較すれば，総剰余価
値 600M= 総 平 均 利 潤 600R * で あ る が， 総 価 値 ２800W ≠ 総 生 産 価 格 
3000P * となっており，この出発価値表式とそれから導出される生産価格
表式においては，いずれか一方の命題のみが成立し， ２ 命題は両立しない
ことが確認できる。
Σ
Ⅰ
Ⅱ
利潤率π
1600C
＋
＋
＋
＋
＋
＝
＝
1200c1 
400c2 
300m1
300m2
1800w1
1000w2
生産物価値
1
5
（π1＝　　） 　
3
7
（π2＝　　） 　
600M 2800W＝
剰余価値費用価値
300v1
300v2
 600V＋
　　　［ 1 ］出発価値数値表式
Σ
Ⅰ
Ⅱ
平均利潤率π*
＋
＋
＋
＋
＋
生産価格
1
4
（π1＝　　） 　
1
4
（π2＝　　） 　
2800P*＝
平均利潤費用価格
＋
1292　 c1x
 430　 c2x
4
13
10
13
1723　 Cx113
258　 v1y
 258　 v2y
6
13
6
13
6
13
516　 Vy1213
387　 r1*
 172　 r2*
9
13
4
13
560R*
1938　 p1*
 861　 p2*713
＝
＝
　　　［ ２ ］生産価格数値表式（F 点）
Σ
Ⅰ
Ⅱ
平均利潤率π*
＋
＋
＋
＋
＋
生産価格
1
4
（π1＝　　） 　
1
4
（π2＝　　） 　
3000P*＝
平均利潤費用価格
＋
1384　 c1x
 461　 c2x
8
13
7
13
2
131846　 Cx
276　 v1y
 276　 v2y
12
13
12
13
12
13
553　 Vy1113
415　 r1*
 184　 r2*
5
13
8
13
600R*
2076　 p1*
 923　 p2*113
＝
＝
　　　［ 3 ］生産価格数値表式（G 点）
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　これまでの転形問題の論争経過をみれば，以上のように価値表式とそれ
から導出される生産価格表式を比較して，マルクスのいう総計一致の ２ 命
題の両立は不可能であるとの結論を得て，次に ２ 命題が両立しないのであ
れば，生産価格をいずれの命題と結びつけて論ずべきかに関心が向かい，
そちらの方向に議論が展開された。換言すれば，生産価格が形成される
oπ* 線上の F 点か G 点のいずれを選択して生産価格を規準化すべきかの
問題へと向かったのである。ウィンターニッツは，総価値 = 総生産価格
がマルクスの理論体系に合致するものであるとして，F 点を選択した。
　　「われわれは生産価格を求めるためにさらにもう 1 つの方程式が必要
である。利潤率の均等化は 3 部門間の価格関係（x : y : z）を決定する。
全体としてこの体系の価格水準がなお決定されなければならない。マル
クス体系の精神にかなうあきらかな前提は，価格総計が価値総計に等し
いというものである。」3）
メイも，総価値 = 総生産価格 とするウィンターニッツを支持している。
　　「ウィンターニッツは，総価値が総生産価格に等しくなるように生産
価格を定義しているのに対して，ボルトキェヴィッチの方は，このため
の仮定をとりかえているという点である。マルクスと一致しているの
は，もちろんウィンターニッツである。」4）
3 ）　J. Winternitz, “Values and Prices: A Solution of the So-called Transfor-
mation Problem” Economic Journal, Jun. 1948. 伊藤誠・桜井毅・山口重克
訳『論争・転形問題』東京大学出版会，1978年，所収，27ページ。
4 ）　K. May, “Value and Price of Production: A Note on Winternitz’ Solu-
tion,” Economic Journal, Dec. 1948. 前掲訳書『論争・転形問題』所収，32ペー
ジ。
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　置塩氏は，マルクスの転化手順を第 1 次，第 ２ 次，…と繰り返して生産
価格と利潤率を逐次求めてゆけば，各部門の利潤率を均等化させる最終的
な生産価格に到達することを示した。その生産価格の完成形態をみれば，
総価値 = 総生産価格となっているが総剰余価値≠総平均利潤であり，F
点で生産価格を完成させている5）。
　転形問題とは，価値に比例する「直接価格（direct prices）」から生産価
格への転化を問題とするものであると理解するシャイクも，マルクスの転
化手続を拡張すれば「正しい生産価格」に達するという。その転化手続の
最終段階にある「正しい生産価格」の数値例をみれば，これも総価値 =
総生産価格の命題が堅持されており，F 点で生産価格水準を確定してい
る6）。
　一方，ミークは費用価格を生産価格化すれば総計一致の ２ 命題の両立は
通常不可能であると指摘し，生産価格水準の決定に総剰余価値 = 総平均
利潤の命題を関与させており，したがって G 点を選択した。
　　「もし投入物の価値も産出物の価値もともに生産価格に転形されるの
であれば，総利潤を総剰余価値に等しくすると同時に総生産価格も総価
値に等しくするような同時的転形を成しとげることは通常不可能だとい
うことである。……右の変形は，次のような等式に基づいている。
5 ）　置塩信雄『マルクス経済学──価値と価格の理論』筑摩書房，1977年，
228-229ページ。
6 ）　A. Shaikh, “Marx’s Theory of Value and the ‘Transformation Problem’,” 
in J. Schwartz ed., The Subtle Anatomy of Capitalism, 1977, p. 130. 伊藤誠・
桜井毅・山口重克訳『欧米マルクス経済学の新展開』東洋経済新報社，1978
年，所収，235ページ。
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S1
c1x＋v1y =　　　　=
S2
c2x＋v2y
S3
c3x＋v3y
　および S1 +S２ +S3 =s1 +s２ +s3
　もちろん，この ２ つの等式は利潤率が等しいこと，および利潤の総額と
剰余価値の総額が等しいことを表している。」7）
　阿部氏も，生産価格体系において総資本によって生産された剰余価値が
投下資本に比例して平均利潤として再分配されることに注目すれば，総剰
余価値 = 総平均利潤（G 点）は維持されなければならないとした。
　　「転形の過程をより一般的なかたちで示そうと思うなら，われわれは
総剰余価値がそれに量的に一致した形態規定をうけとると前提し，それ
によって総価値と総価格の不一致が生じたとしても，それは転形の一般
的な結果と認めるべきであろう。ミークの指摘をまつまでもなく，マル
クスにとっては〈価値の価格への転形は，剰余価値の利潤への転形の結
果としてひきおこされる〉ものであり，決してその逆ではないからであ
る。」8）
　ボルトキェヴィッチとそれに依拠したスウィージーは，生産財，消費
財，奢侈財の 3 部門分割の価値表式をもとに，各財の価値に対する生産価
格の乖離率を x，y，z，平均利潤率を r として 4 つの未知数を置き，それ
に単純再生産の条件を導入することで 3 つの方程式を立てた。この方程式
を解くためには未知数を 1 つ減らすか，あるいは総価値 = 総生産価格な
7 ）　R. L. Meek, Economics and Ideology and Other Essays, 1967, pp. 148-153.
　時永淑訳『経済学とイデオロギー』法政大学出版局，1969年，222-232ページ。
8 ）　阿部真也『流通行動と物価騰貴』ミネルヴァ書房，1974年，52-53ページ。
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る方程式を 1 つ追加するかの選択がありうることを指摘するが，彼等は
z= 1 と仮定し未知数を減らすことで解を得た。そこで提示された出発価
値表式である「価値計算」と，z= 1 として作成された生産価格表式であ
る「価格計算」を比較すれば，総価値≠総生産価格，総剰余価値 = 総平
均利潤となっており，これは G 点で生産価格水準を確定していることと
なる9）。
　ところで，価値表式と生産価格表式を比較して，そこで総価値 = 総生
産価格および総剰余価値 = 総平均利潤という総計一致の ２ 命題を捉える
場合に， ２ 命題は決して両立しえないものであろうか。あるいは ２ 命題が
両立するとすれば如何なる条件が必要であろうか。この問題提起は，これ
までの文脈に沿って表現すれば，生産価格を F 点か G 点のいずれで規準
化するかの理論的選択問題から，F 点と G 点は如何なる条件のもとで一
致するかの問題へと転換したことを意味する。事実，転形問題に関する論
争史の流れも，このような方向に向かった。
　生産価格の成立段階で総計一致の ２ 命題が両立するためには，図 1 でみ
たように生産価格の成立を示す oπ* 線と総価値 = 総価格を示す AC 線お
よび総剰余価値 = 総利潤を示す BD 線の交点が ２ つ存在してはならず，
oπ* 線上に交点が 1 つだけ存在しなければならない。oπ* 線と AC 線およ
び BD 線が 1 つの交点をもつには，oπ* 線が AC 線と BD 線の交点である
E 点を含めばよいが，すでに述べたように E 点は x=y= 1 ，すなわち両
財の価格が価値から乖離せずに部門間で利潤率の不等が存続しており，し
たがって平均利潤率・生産価格は E 点では成立できず，oπ* 線は E 点を
通ることはできないのである。
9 ）　Bortkiewicz, op. cit. 前掲邦訳，232-235ページ｡ P. M. Sweezy, The Theo-
ry of Capitalist Development, 1942, p. 121. 都留重人訳『資本主義発展の理論』
新評論，1967年，147ページ。
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　総価値 = 総価格を成立させる AC 点と総剰余価値 = 総利潤を成立させ
る BD 線は必ず x=y= 1 に位置する E 点を含まざるをえず，生産価格を
成立させる oπ* 線は E 点を含むことはできないとの前提のもとで，如何
にして AC 線と BD 線は oπ* 線上で 1 つの交点をもつことができるであろ
うか。あるいは AC 線と BD 線は E 点以外に oπ* 線上に交点を 1 つだけ
もつことは可能であろうか。通常は不可能にみえるこの設問に対して，
oπ* 線上に 1 交点のみの存在を可能とする唯一の想定は，AC 線と BD 線
が一致しているケースであろう。すなわち総価値 = 総価格を成立させる
両財の乖離率の組合せと，総剰余価値 = 総利潤を成立させるそれが一致
するという特殊ケースを想定することである。AC 線と BD 線が一致すれ
ば，それら ２ 直線は重なり合い，事実上は 1 つの直線と考えることができ
るので，それと oπ* 線の交点は 1 つに限定される。では AC 線と BD 線が
一致するに必要な条件を求めよう。総価値 = 総価格を成立させる AC 線
は⑹より，
　　 ⑹'　
であり，総剰余価値 = 総利潤を成立させる BD 線は⑺より，
　　 ⑺'　
である。⑹' ⑺' より両直線が一致する条件として
　　 ⑻　
を得る。ここで価値タームにおける部門構成をλ（=　 ）w1w2 ，社会的総資本の
資本構成を 　　　とすれば，⑻はλ=Q のとき AC 線と BD 線は一致す
ることを示す。すなわち生産価格の成立段階で ２ 命題が両立するには，部
門構成λと総資本構成 Q の等しい価値表式が出発点に置かれることが必
y=　 （１－x）+１w1w2
y=　 　  （１－x）+１w1－Cw2－V
w1
w2 =
C
V
Q（=　）CV
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要である。出発価値表式がλ=Q であれば，総価値 = 総価格を示す AC 線
と総剰余価値 = 総利潤を示す BD 線は一致して重なり合い，それと生産
価格を成立させる oπ* 線との交点は 1 つに限定され，その交点に位置する
乖離率で生産価格水準を確定すれば総価値 = 総生産価格および総剰余価
値 = 総平均利潤の総計一致の ２ 命題が同時成立する。そこで部門構成と
総資本構成が等しい価値数値表式を出発点に置いて以上の関係を確認して
おこう。
　Ⅰ・Ⅱ部門の資本構成 q と剰余価値率 m' はこれまでと同じ仮定を保持
（q1 = 4 ，q2=
4
3
，ḿ= 1 ）して，部門構成λと総資本構成 Q を等しく（λ
=Q= 3 ）した出発価値数値表式を次のように設定する。
　図 ２ は，図 1 と同様に横軸に生産財価格の価値からの乖離率 x を，縦軸
に消費財価格の価値からの乖離率 y をとり，出発価値表式［ 4 ］にある数
値を⑹' と⑺' に代入して得ることのできる両者が一致して重なり合った
AB 線と，生産価格を成立させる oπ* 線を作図したものである。
　出発価値表式において部門構成と総資本構成が等しいならば，総価値 =
総価格を示す直線と総剰余価値 = 総利潤を示す直線は一致し，AB 線がそ
の両者を代表する。図 1 では E 点（x=y= 1 ）でのみ総価値 = 総価格お
よび 総剰余価値 = 総利潤 の ２ 命題が同時成立したが，図 ２ では E 点に限
らず AB 線上で ２ 命題が同時成立する。生産価格の成立を示す oπ* 線は図
1 と図 ２ で同じ位置にあり，これによって oπ* 線を規定する両財の乖離率
Σ
Ⅰ
Ⅱ
利潤率π
2400C
＋
＋
＋
＋
＋
＝
＝
2000c1 
400c2 
500m1
300m2
3000w1
1000w2
生産物価値
1
5
（π1＝　　） 　
3
7
（π2＝　　） 　
800M 4000W＝
剰余価値費用価値
500v1
300v2
 800V＋
　　　［ 4 ］総資本構成 = 部門構成の価値数値表式
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の相対比 h* は部門構成には影響されないことがわかる。生産価格をもた
らす h* は部門構成λに影響されることなく，Ⅰ・Ⅱ部門の資本構成 q お
よび剰余価値率 m' なる要因に依存しているので，それらの要因を同等と
している［ 1 ］と［ 4 ］の出発価値表式から得られる oπ* 線は同じ位置を
保つ。AB 線上では 総価値 = 総価格 および 総剰余価値 = 総利潤 が同時
成立し，oπ* 線上で平均利潤率・生産価格が成立するのであるから，AB
線と oπ* 線の交点である C 点で 総価値 = 総生産価格 および 総剰余価値
= 総平均利潤 の ２ 命題は両立する。C 点で生産価格を規準化すると次の
ようになる。
A 
B 0 
・ ・ 
E 
C 
 
 
 
p2
w2（ =）y
p1
w1x（= ）
総価値 W= 総価格 P
平均利潤率・生産価格の成立
総剰余価値 M= 総利潤 R
π*
（注）　AB 線は 3 x+y= 4 ，oπ＊線は y=　x を示す。
　　　E 点（1,1），C 点（　 ， 　）となる。
4
520
19
16
19
図 ２ 　 ２ 命題を成立させる両財の乖離率
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　出発価値表式［ 4 ］と生産価格表式［ 5 ］を比較すれば，総価値 4000W =
総生産価格 4000P * および 総剰余価値 800M= 総平均利潤 800R * となって
おり，総計一致の ２ 命題が同時成立している。したがって出発価値表式が
部門構成λ= 総資本構成 Q となっている場合には，AB 線と oπ* 線の交点
である C 点における h*Q+１
Q+１y（=　　　）で生産価格水準を確定すれば総計一致の
２ 命題が同時成立することとなる。
　では，そのような総資本構成と一致する部門構成をもつ価値表式［ 4 ］
の特徴を検討しよう。総資本構成 Q は部門構成λによって次のように規
定される。
　　 Q=　　　
f2q1λ+f1q2
f2λ+f1
　　　ただし f1 =q1 + 1 +m'，f２ =q２ + 1 +m' ⑼　 
　Ⅰ部門がⅡ部門より資本構成が高位（q 1 ＞ q ２ ）であれば，部門構成比が
上昇するにつれて総資本構成も高度化する。図 3 は横軸に部門構成λ，縦
軸に総資本構成 Q をとり，出発価値表式における各部門の資本構成 q と
剰余価値率 m' の数値を⑼に代入して，部門構成λと総資本構成 Q の関係
をλ=Q なる45°線も加えて図示したものである。
　⑼と45°線の交点 C における部門構成λc（= 3 ）は，価値タームでの単
純再生産の部門構成 λa（=　）65 を上回っている。出発価値表式の部門構成
λc（=Q）が単純再生産の部門構成λa を上回れば，生産された生産財 w1 に
補塡用（=c1 +c２ ）のみならず次期の拡大用となる余剰生産手段 ΔPm が含
Σ
Ⅰ
Ⅱ
平均利潤率π*
＋
＋
＋
＋
＋
生産価格
1
4
（π1＝　　） 　
1
4
（π2＝　　） 　
4000P*＝
平均利潤費用価格
＋
2105　 c1x
 421　 c2x
5
19
1
19
2526　 Cx
421　 v1y
 252　 v2y
1
19
17
19
12
19
673　 Vy1319
631　 r1*
 168　 r2*
11
19
8
19
800R*
3157　 p1*
 842　 p2*219
＝
＝
6
19
　　　［ 5 ］生産価格数値表式（C 点）
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まれており，拡大再生産の物質的基礎をなす ΔPm が存在するという意味
で出発価値表式［ 4 ］は600ΔPm（=3000w1 －２400C）による生産拡大能力
を潜在的に有する拡大再生産表式である。単純再生産では余剰生産手段は
存在しないが，拡大再生産では拡大用となる ΔPm が確保されていなけれ
ばならず，それを可能とするものは単純再生産と比較してⅠ部門の比重が
増大し生産財の生産に傾斜した生産構造への変化であって，部門構成比の
上昇はその変化を反映している。しかし拡大再生産の部門構成は，価値と
現物補塡の観点から理論的な上限が画されている。蓄積は剰余価値の範囲
内でなされるのであるから，両部門が最大100% の蓄積率で吸収する以上
の ΔPm を産出するような部門構成のもとでは価値・現物補塡に支障をき
　　　（注）　Q＝  
20λ＋12
5λ＋９
となる。
図 3 　部門構成λと資本構成 Q
・ ・ 
・ 
b c 
 
0
 
λa λb λc h*λc w1w2λ（= ）
2 命題の両立
C
V（ =）Q
45°線
（9）
a
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たす。したがって両部門が最大の蓄積率で吸収する分量に ΔPm が制限さ
れた産出構造を示す部門構成比が理論的上限λb となる。λb は両部門の蓄
積率を100% とした場合に両財の需給一致が成立する部門構成であり，こ
れを上回る部門構成のもとでは表式的均衡は達成されない。
　図 3 のλa →λb のシャドー部分は ΔPm の存在と需給均等関係成立の両
面を考慮した場合の拡大再生産の部門構成の範囲であり，価値タームでの
拡大再生産表式は，部門構成の下限λa（=　）65 から上限λb（=　）
20
7 の範囲内に
設定される。しかし問題の出発価値表式［ 4 ］の部門構成λc は理論的上限
λb を上回っている。したがって導出される生産価格表式との比較で総計
一致の ２ 命題の両立を可能とする出発価値表式は，価値タームにおいて転
態困難な非自立的価値表式であるといえる。
　出発価値表式［ 4 ］のもとではⅠ・Ⅱ部門が最大100% の蓄積率で吸収
できる ΔPm=571　（=400mc1 +171　mc２ ）であり，そこで産出される
600ΔPm の全額を吸収することはできず，したがって差額分 ２8 47 ΔPm
は過剰な生産財となる。これに対応して同額の消費財が不足するという需
給不一致が表式上に発生する。次の問題は，このような価値タームでは需
給均等関係の成立不能な価値表式を生産価格表式に転化させた場合に，生
産価格タームで需給均等関係は成立するであろうか。総資本構成と一致す
る部門構成をもつ出発価値表式［ 4 ］は，価値タームで考察する限り生産
財の過剰と消費財の不足という需給不一致を表式上に発生させ諸転態に困
難をもたらす。しかしそれが生産価格タームに移行すれば，特殊な仮定の
もとで両財の需給一致は達成される。価値タームでの需給不一致は，生産
価格タームにおいて両部門の蓄積率を100%，したがって資本家の個人的
消費 = ゼロとする特異な蓄積構造を仮定することによって回避される。
逆に，資本家の個人的消費の存在は，生産価格タームでの需給一致を不可
能とするのである。
3
7
3
7
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　［ 6 ］は［ 5 ］の生産価格表式にある両部門の平均利潤 r * のうち100% の
蓄積率を仮定し，平均利潤を価値タームでの追加的不変資本に相当する
mcx 部分と，追加的可変資本に相当する mvy 部分に分割して資本家の個
人的消費 = ゼロとした場合の蓄積構造と相互転態を示したものである。
　両部門の蓄積率を100% とすれば生産財と消費財の需給は一致する。Ⅰ
部門の生産価格 p1* が生産財の供給を，Ⅰ・Ⅱ部門の cx と mcx の合計が
更新用と新投資用を含めた生産財の需要を，Ⅱ部門の生産価格 p２* が消費
財の供給を，Ⅰ・Ⅱ部門の雇用労働者の賃金 vy と追加的労働者の賃金
mvy の合計が消費財の需要を示す。資本家の個人的消費は消費需要から
排除される。このような蓄積構造のもとでは  p1*=Cx+Mcx（=3157
17
19）お
よび p２*=Vy+Mvy（=84２ 　）が成立し，生産財，消費財ともに需給が一
致する。
　導出される生産価格表式との比較で総計一致の ２ 命題の両立を可能とす
る出発価値表式は，価値タームでの転態は困難であるが，それを転化させ
て生産価格タームに移行すれば，両部門が最大の蓄積率をとり資本家の個
人的消費を消滅させることで需給均等関係が達成されるという特徴をもつ
2
19
費用価格k* 平均利潤r* 生産価格p*
cx mcx
Mcx
mvy
Mvy
p1mv1y
mv2y
vy
v2 y
v1 yⅠ 2105 519 c1 x mc1 x
mc2 x
＋ 421 119 ＋ 526
6
19 ＋ 105
5
19 = 3157
17
19
*
p2
P*
*Ⅱ 421119 c2 x ＋ 252
12
19 ＋ 105
5
19 ＋ 63
3
19 = 842
2
19
Σ 2526
6
19Cx ＋ 673
13
19Vy ＋ 631
11
19 ＋ 168
8
19 = 4000
　　　［ 6 ］　両部門の蓄積率100% とした場合の C 点における生産価格数値表式
（注）　 は部門間取引を表す。
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価値表式であった。
　生産価格タームでの部門構成 　は，出発価値表式の部門構成 　　　に
生産価格を成立させる両財の乖離率の相対比 h* を乗じて h*λと表示され
る。価値タームでの部門構成 w1w2を価格タームでの部門構成 　に変換すれ
ば　　　  となる。生産価格の成立段階では 　　 と規定しているので，
生産価格タームでの部門構成 =　 ・h*=h*λp1*p2*
w1
w2 となり，出発価値表式の部
門構成の h* 倍となって表示される。したがって生産価格数値表式［ 5 ］
の部門構成 
p1*
p2* は，それを導出した出発価値数値表式の部門構成λc（= 3 ）
の h*（=　）倍となり，このケースでは      　　　である。そして h*λc が
生産価格タームで需給均等関係を成立させる部門構成比の上限となる。
　出発価値表式の部門構成が総資本構成に等しくλc であれば，生産価格
タームでの部門構成は h*λc に転化し，それが需給均等関係を成立させる
部門構成比の上限に位置することは，生産価格表式における諸転態を次の
ように規定する。すなわち転態上の困難を回避するのであれば，両部門の
資本家に対して最大の蓄積率が要請される。そして仮にⅠ・Ⅱ部門が同等
の100% の蓄積率で蓄積すれば，部門構成は次期も変化せず h*λc が維持さ
れる。このように両部門が毎期同等の100% の蓄積率を保持し続けるなら
ば，部門構成は生産価格タームでの上限 h*λc を維持したまま蓄積過程は
進行する。Ⅰ・Ⅱ部門の資本家が自己の消費をすべて犠牲にして最大の蓄
積率で蓄積すれば，次期の成長率 （=　　）⊿P *P *
𝑔𝑔 も生産価格タームで最大の成
長率を実現する。その場合の成長率は平均利潤率π*（=２5%）に等しく，
両部門が均等に最大成長率  max（=π
*）で成長し，部門構成の上限 h*λc を
維持した蓄積径路が展開される。
　森嶋氏は，労働者は貯蓄せず資本家は消費しないとの仮定のもとで蓄積
が進行し，経済がバランスを保って成長するケース（フォン・ノイマンの均
斉成長均衡ケース）が，マルクスの ２ 命題にとって極めて好ましい結果をも
p1*
p2*
w1
w2（=λ）
p1
p2
=
p1
p2
w1x
w2y =h
*xy
h* 54 =h*λc=
15
4
p1*
p2*
𝑔𝑔
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たらすとして，そのような資本家の消費 = ゼロとする再生産モデルを，
マルクスも資本制的現実への「第 1 次近似」として容認するであろうと述
べている10）。
　マルクスは，資本制的蓄積は「蓄積のための蓄積，生産のための生産」
という転倒性を有することを，アダム・スミスを引用して次のように記し
た。
　　「蓄積せよ，蓄積せよ！　これがモーゼであり，予言者たちである！
〈勤勉は材料を供給し，この材料を節約が蓄積する〉。だから節約せよ，
節約せよ，すなわち剰余価値または剰余生産物のうち，できる限り大き
な部分を資本に再転化せよ！　蓄積のための蓄積，生産のための生産，
この定式で古典派経済学はブルジョア時代の歴史的使命を表明した。」
（K. Ⅰ, S. 6２1）
　個人的消費を可能な限り犠牲にして剰余価値を資本に転化することが，
資本の人格化である資本家の役割となることを指摘しており，さらにまた
マルクスには，次のような剰余価値の全額が蓄積されると仮定する記述も
存在する。
　　「われわれはまず単純再生産を考察したが，そこでは剰余価値の全部
が収入として支出されるものと想定された。現実には，正常な事情のも
とではつねに剰余価値の一部分は収入として支出されなければならず，
他の部分は資本化されなければならない──その場合，一定の期間内に
10）　M. Morishima and G. Catephores, Value, Exploitation and Growth: 
Marx in the Light of Modern Economic Theory, 1978, p. 172. 高須賀義博・
池尾和人訳『価値・搾取・成長』創文社，1980年，224ページ。
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おいては，生産された剰余価値が，ときには全部消費されても，ときに
は全部資本化されても，少しもさしつかえないのであるが。運動の平均
では──そして一般的定式はこの平均を表しうるだけである──両方の
ことが起こる。けれども定式を複雑にしないためには，剰余価値が全部
蓄積されると仮定するほうがよい。」（K. Ⅱ, S. 84）
　正常な事情のもとでは，剰余価値の一部は資本家の収入として個人的消
費に支出され，一部は蓄積される。それが現実であるが，あえて剰余価値
の全額が蓄積されると仮定するのは，そこでは生産資本の循環定式 P－
W'－G'－W' PmA …P' における複雑性の除去という分析上の理由からであ
る。森嶋氏は，その仮定を資本制的現実への「第 1 次近似」と解する。上
記のマルクスの叙述は価値タームに属するものであるが，生産価格ターム
においても彼が平均利潤はすべて蓄積されるとの仮定を森嶋氏のいう現実
への「第 1 次近似」として容認したかは疑問である。少なくともマルクス
は，正常な事情のもとでは平均利潤は蓄積される部分と資本家の個人的消
費部分に分割されると生産価格の成立段階においても想定していたと思わ
れる。そうであれば出発価値表式との比較で ２ 命題を両立させる生産価格
表式は，両部門の蓄積率100% という非現実的な仮定のもとでのみ需給均
等関係が成立する特異な生産価格表式であり，資本制的現実から遊離した
仮想的な表式といえるであろう。
　資本制的蓄積は「蓄積のための蓄積，生産のための生産｣ であり，剰余
価値のうちより大きな部分が個人的消費ではなく蓄積に向けられることは
資本制的蓄積の一傾向を端的に表現することとなるが，しかし平均的な蓄
積過程の分析では，両部門が最大の蓄積率をとり資本家階級の消費需要の
全く存在しない蓄積モデルの現実的実在性に疑念が生じる。これに対して
高須賀氏は，現実的現実性（actual reality）しか認めず，論理的現実性
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（logical reality）を拒否するところに経済理論は成立しえないとして， ２ 命
題を両立させるマルクス価値論の「黄金時代」11）の産出量は，現実に与え
られている投入係数から求められることでその現実性を証明していると主
張する。
　｢以上の議論に対して予想される 1 つの反論は，Neuman の〈黄金時
代〉のような架空の経済を想定して，価値や生産価格の問題を解くのは
非現実的であり，かつ，観念論的であるということであろう。だがこれ
は経済学の理論的方法に対する根本的な誤解にもとづいている。〈黄金
時代〉の産出量は，現実に与えられている投入係数から求められること
が，その現実性を証明する。……それは投入係数の経済的関係の内部に
implicit に含まれているのである。それを取出すのは理論的抽象によっ
てのみであるが，このことによってその現実性が否定されるわけではな
い。それは，現実の搾取率は特定の値であるけれども，それを含む搾取
曲線を描くことが理論的に可能なのと同じことである。｣12）
　これまでの考察から， ２ 命題の両立を可能とする出発価値表式とそれを
転化させた生産価格表式の特徴が明らかとなった。出発価値表式において
11）　ライブマンは，総価値 =総価格，総剰余価値 =総利潤，賃金価値と搾取率
は不変，付加価値 =生きた労働量の 4 つの仮定全部が同時に成立すれば「マ
ルクス価値理論の黄金時代（golden age of Marxian value theory）」を迎え
るという。D. Laibman, “Values and Prices of Production,” Science & So-
ciety, Vol. 37. No. 4, 1973/74.  前掲邦訳『論争・転形問題』所収，177ページ
［D. Laibman, Value, Technical Change, and Crisis, 1992, p. 42］。
12）　高須賀義博『マルクス経済学研究』新評論，1979年，133-134ページ。な
お高須賀氏は， ２ 命題を両立させる「黄金時代」の産出量は資本家の個人消
費と労働者の貯蓄をともにゼロとすれば，現実の経済からえることができる
とする（同上，133ページ）。
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は表式内部での相互転態は不可能であり，それは生産価格表式に到って解
決される。ただし両部門に最大の蓄積率を課して資本家の個人的消費を消
滅させた再生産モデルを想定することによって諸転態の困難を回避するも
のであった。このように，一方に転態不能ないわば自己完結性のない価値
表式を置き，他方に資本家の個人的消費の消滅によって転態を可能とする
生産価格表式を置くことで総計一致の ２ 命題の両立を論証することは論理
的可能性としてその論証は成立しうるとしても，それが直ちに現実性を主
張するわけでもなく，特殊な条件を配置してのみ成立する命題は，その命
題の一般妥当性の根拠をむしろ貧弱とするのではなかろうか13）。
　出発価値表式と，それから導出される生産価格表式を比較して総計一致
の ２ 命題の両立を論証するには，出発価値表式の部門構成が総資本構成と
一致する必要があった。しかしそのような部門構成をもつ価値表式を出発
点に設定すること自体，恣意的であり一般的設定とはなりえない。逆に，
13）　松岡氏は，転態不能な価値表式から生産価格表式を導出して ２ 命題の両立
を論証しようと試みた越村氏の転形方法を批判して，転形問題を考察する際
の基本的ルールの 1 つに価値表式と生産価格表式の両者における表式的均衡
の充足を挙げる。「基本的前提の第二は再生産の円滑な進行である。つまり
価値表式においては，価値・使用価値両面の補塡が，生産価格表式において
は，生産価格・使用価値両面の補塡が，いずれも円滑におこなわれることで
ある。さらにいえば，転形前には，価値表式における円滑な再生産が，転形
後には，生産価格表式における円滑な再生産が，前提される。……今まで示
された解決のなかには，不均衡な価値表式から生産価格表式をひきだすもの
がある。そこでは，生産価格表式が成立したときマルクスの諸命題がそのま
ま妥当するように，不均衡な価値表式が前提されている。それは，解決ので
きるように前提をつくったのであり，説明されるべきことがらが前提のなか
にしこまれており，本来こたえられるべき問題がさけられている。やはり，
問題と正面からとりくむには，転形の前後ともに，再生産は円滑におこなわ
れると前提しなければなるまい。」（松岡寛爾「いわゆる〈転形問題〉につい
て」『名城商学』第 9 巻第 1 号，1959年。越村信三郎『再生産論』東洋経済
新報社，1956年，150-151ページ参照）。
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２ 命題の両立を主張するには，出発価値表式の部門構成が総資本構成と一
致することの必然性の論証を要するが，それは無理であろう。Ⅰ部門がⅡ
部門より資本構成が高位であれば，理論的には部門構成が上昇するにつれ
て総資本構成も高度化することはいえても，両者が一致する保証はなく，
一致することの必然性を論証することは不可能である。 ２ 命題の両立する
生産価格表式においても，その部門構成が需給均等関係成立の上限である
h*λc に位置することからくる特異な生産構造が要請されている。すなわち
社会的生産物は，生産財，賃金財としてすべて再生産過程内に投入され，
資本家用消費財あるいは奢侈財は存在せず，それに対応して社会的生産も
生産財と賃金財を生産するいわゆる基礎財生産部門によってのみ構成され
奢侈財生産部門の存在を許さない再生産モデルが要請される。
　それゆえ特殊な条件（λ=Q）をもたない一般的な価値表式を置き，そ
れから生産価格表式を導出して両者を比較したのでは，総計一致の ２ 命題
は両立しない。 ２ 命題の両立は，出発価値表式の部門構成が単純再生産を
示すλa や需給一致を満たす上限λb をさらに上回るλc（=Q＞λb＞λa）に
設定され，それと部門構成が生産価格タームで需給一致を満たす上限
h*λc をとる生産価格表式との比較においてのみ可能となる。出発価値表
式においても生産価格表式においても，そのような表式の存立には特殊条
件の充足が不可欠であり，したがって一般妥当性を欠いたそれらの表式間
でのみ両立する ２ 命題とは，成立根拠の乏しい命題といえるであろう。
　さて，総計一致の ２ 命題を両立させる出発価値表式［ 4 ］の部門構成λc
は，単純再生産の部門構成λa を上回るものであった。したがって出発価
値表式とそれから導出される生産価格表式を比較して，そこで総計一致の
２ 命題の両立を説くには，出発価値表式に単純再生産を想定したのでは論
証不可能となることが判明する。
　ボルトキェヴィッチの問題提起以来，あるいは彼の転化方法に強く影響
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されてか，転形問題に関する議論では単純再生産の価値表式を出発点に置
き，それを生産価格表式に転化させた上で両者を比較し ２ 命題の成立の当
否を検討してきた。しかし単純再生産表式を出発点に置いたのでは，総計
一致の ２ 命題の両立は最初から不可能であった。単純再生産の部門構成
λa より高位な部門構成λc（=Q＞λa）をとる出発価値表式を置く以外に ２
命題は両立しない。これを［生産価格表式Ⅲ－ 1 ］を用いて別の観点より確
認しよう。そこでは総平均利潤 R *={M+（v1 +m1 －c２ ）（h*－ 1 ）}y であり，
総生産価格 P *=（w1 h*+w２ ）y と規定されている。単純再生産の価値表式で
は部門間均衡条件より v1 +m1 －c２ = 0 となるので，総剰余価値 M= 総平
均利潤 R * の命題は y= 1 以外には成立しない。すなわち消費財生産価格
が価値と一致する以外は，総剰余価値 M ≠総平均利潤 R * である。そし
て y= 1 のとき，総価値 W= 総生産価格 P * を成立させるには h*= 1 以外
になく，結局，出発価値表式が単純再生産であれば，総計一致の ２ 命題が
両立するには y= 1 および h*= 1 ，したがってまた x= 1 が成立するケース
に限られる。これは単純再生産の場合，生産財と消費財の生産価格が価値
から乖離せずそれと一致する限りにおいて ２ 命題が両立することを意味す
るが，両部門で剰余価値率が等しく資本構成が相違しておれば，両部門に
均等な利潤率をもたらす生産価格は価値から乖離せざるをえず，したがっ
て ２ 命題の両立は不可能である。単純再生産を想定した出発価値表式とそ
れから導出される生産価格表式を比較した場合の総計一致の ２ 命題とは，
総 剰 余 価 値 M= 総 平 均 利 潤 My， 総 価 値（w1 +w２ ）= 総 生 産 価 格
（w1 h*+w２ ）y であり， ２ 命題は y=h*= 1 以外に両立できず，したがって価
値から乖離する生産価格の成立段階では両立不能な命題となる。
　ところがシートンは，単純再生産の価値表式を出発点に置き，それを生
産価格表式に転化させて総計一致の ２ 命題の両立する可能性を説いてい
る。そこで単純再生産の想定のもとで如何にして ２ 命題の両立を説いてい
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るか，彼の価値および生産価格表式を検討しよう。ポイントは，これまで分
析した ２ 部門分割ではなく 3 部門分割表式と，特定の乖離率の仮定にある。
　社会的生産を 3 部門に分割して，Ⅰ部門は生産財を，Ⅱ部門は労働者の
消費財（賃金財）を，Ⅲ部門は資本家の消費財（奢侈財）を生産する部門と
する。その際，シートンはⅢ部門の商品価値の構成が部門構成と一致する
c3  : v3  : m3 =w1  : w２  : w3 なる条件を満たす単純再生産の価値表式を作成す
る。そしてその単純再生産の価値表式から，Ⅲ部門で生産される奢侈財は
転化後も価値からの乖離は生じないとの仮定（z= 1 ）を組み込んだ生産
価格表式を導出して，総計一致の ２ 命題が両立するケースを示している。
シートン自身が作成した価値表式と生産価格表式は次のものである（記号
と表記は本稿の使用法に従って変更した）。
　上記の単純再生産価値表式では，Ⅲ部門の商品の価値構成 30c3  : 15v3  : 
15m3  が部門構成 1２0w1  : 60w２  : 60w3 と一致する。その価値表式に生産財，
賃金財，奢侈財のそれぞれの価値からの乖離率　　　　　　　　　　 をx =  ，y =　 ，z =１　65
3
5
［単純再生産価値表式］
費用価値 剰余価値 価値 利潤率π
Ⅰ 80c1
c2
c3
 20 20m1 120w1 （π1= 15）
Ⅱ 10 + 25 25m2 60w2 （π2= 57）
Ⅲ 30 +
+ +
15 + 15m3 60w3 （π3= 13）
Σ 120c 60V 60M 240W
v1 
v2 
v3 
=
=
=
=
+
+ +
［生産価格表式］
費用価格 平均利潤 生産価格 平均利潤率π*
Ⅰ 96c1x 12v1y 36r1* 144p1* （π1*= 13 ）
Ⅱ 12c2x 15v2y 9r2* = 36p2* （π2*= 13 ）
Ⅲ 36c3x 9v3y 15r3* = 60
60
p3* （π3*= 13 ）
Σ 144Cx +
+ +
+
++
+
36Vy R* 240P*+
=
=
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乗じて各部門の利潤率を均等に　　　とする生産価格表式を作成している。
確かにこのケースでは，価値表式と生産価格表式を比較して総価値
２40W= 総生産価格 ２40P * および総剰余価値 60M= 総平均利潤 60R * の総
計一致の ２ 命題が両立する。以上の結果をシートンは次のように説明して
いる。
　「利潤率（２5%）はこの場合全部門で均等（原文にある２5% は33.3% の誤
植であろう──引用者）であり，総価値（２40）および剰余価値（60）は両
方とも不変に維持されている。こうした結果は，〈単純再生産〉というこ
とに加えて，さらにⅢ部門と経済全体の価値構成が同じである。（30 : 15 
: 15=1２0 : 60 : 60）ということによって可能となっている。」14）
　そのような ２ 命題の両立する単純再生産の価値表式において，基礎財
（生産財と賃金財）生産部門に相当する で囲まれたⅠ・Ⅱ部門の価値関
係に注目しよう。先の ２ 部門分割の場合のⅡ部門は，労働者も資本家も消
費できる消費財一般の生産部門であったが， 3 部門分割の場合のⅡ部門は
労働者のみが消費する賃金財の生産に限定されるという使用価値的な相違
はあるものの，Ⅰ・Ⅱ部門を価値関係でみれば， 部分は先の ２ 部門分
割の場合の出発価値表式［ 4 ］と全く同様の価値関係が設定されているこ
とに気づく。すなわち基礎財生産部門に関しては，部門構成（　 =2）
w1
w2 と資
本構成  　　　　　は一致している。したがって 内には部門構成 = 資
本構成なる関係を有する価値表式が存在しており，その部分内では転化の
前後で先の ２ 部門分割の場合の出発価値表式［ 4 ］と生産価格表式［ 5 ］
の比較でみたように，価値 w1 +w２ = 生産価格 p1*+p２*（=180）および剰余
14）　F. Seton, “The Transformation Problem,” Reviw of Economic Studies, 
25, 1957. 前掲訳書『論争・転形問題』所収，82ページ。
π= 13
（   =2）
c1+c2
v1+v2
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価値 m1 +m２ = 平均利潤 r1*+r２*（=45）が同時に成立するよう表式が作成さ
れているのである。
　シートンが c3  : v3 =w1  : w２ を条件として作成した 3 部門分割の単純再生
産表式は，Ⅲ部門の資本構成 　 をⅠ・Ⅱ部門の部門構成比 　 に照応させ
ることで，Ⅰ・Ⅱ部門内の資本構成  　　 もその部門構成　 に従わせる
ことを意図したものであったと解釈できる。 3 部門分割の単純再生産の価
値表式においては，c3 =w1 －（c1 +c２ ），v3 =w２ －（v1 +v２ ）なる関係にある。
そこで，
　　c3  : v3 =w1  : w２  Ⓐ　
であれば，
　　
w1－（c1+c2）
w2－（v1+v2）=
w1
w2  ①　
となり，①より
　　
c1+c2
v1+v2=
w1
w2  ②　
を得る。すなわち基礎財生産部門内では部門構成と資本構成が一致する。
さらに剰余価値 m は，可変資本 v に剰余価値率 m' を乗じて算出されるの
で，単純再生産の場合に各部門の剰余価値率が均等であれば，m3 =m'v3 ，
w２ =v1 +v２ +v3 ，w3 =m'（v1 +v２ +v3 ）なる関係より
　　v3   : m3 =w２   : w3  Ⓑ　
の条件は充足されている。
　したがってシートンの 3 部門分割の価値表式は，Ⅰ・Ⅱ部門の部
門構成比に奢侈財生産部門と基礎財生産部門の資本構成がともに一致
　　　　　　　　 するように作成された単純再生産表式なのである。い
c3
v3
w1
w2
c1+c2
v1+v2
w1
w2
（  =  =       ）
w1
w2
c1+c2
v1+v2
c3
v3
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ま生産財，賃金財，奢侈財の価値からの乖離率をそれぞれ x，y，z として，
その乖離率のもとで生産価格が形成されているとすれば， 3 部門分割の生
産価格表式は次のように表示することができる。
　ここではⅢ部門で生産される奢侈財の生産価格は価値から乖離しない
（z= 1 ）と仮定しているので，
　　w3 =p3* ③　 
である。そしてⅢ部門の平均利潤 r3* は z= 1 ならば，
　　r3*=m3 +c3（ 1 －x）+v3（ 1 －y） ④　 
と規定される。シートンの価値表式ではⒶより c3=     ・v3
w1
w2 であり，これを
④に代入すれば，
　　r3*=m3 +v3 {
w1
w2（ 1 －x）+（ 1 －y）} ⑤　
となる。基礎財生産部門内では部門構成と資本構成の一致する価値表式が
存在しており，したがって転化の前後で
　　w1 +w２ =w1 x+w２ y ⑥　 
　　m1 +m２ =r1*+r２* ⑦　
が成立する。⑥はⅠ・Ⅱ部門を集計した基礎財の価値と生産価格の一致
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
生産価格 p*平均利潤 r*費用価格 k*
＝
＝
＝
c1x＋v1y＋m1x＋v1（x－y）
c2x＋v2y＋m2y－c2（x－y）
c3x＋v3y＋m3z＋c3（z－x）＋v3（z－y）
w1x （＝p1*）
w2y （＝p2*）
w3z （＝p3*）
　　　［ 3 部門分割の生産価格表式］
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（w1 +w２ =p1*+p２*）を示す。そしてその両辺に z= 1 より乖離の生じない
Ⅲ部門の奢侈財の価値 w3 と生産価格 p3* が加わることで総価値 W
（=w1 +w２ +w3 ）= 総生産価格 P *（=p1*+p２*+p3*）の命題が成立するのであ
る。一方，⑥は
　　
w1
w2（ 1 －x）+（ 1 －y）= 0
と変形できるので，これを⑤に代入すれば，
　　m3 =r3* ⑧　
を得る。⑦の両辺に，⑧が示す乖離の生じないⅢ部門の剰余価値 m3 と平
均利潤 r3* が加わることで総剰余価値 M（=m1 +m２ +m3 ）= 総平均利潤 R *
（=r1*+r２*+r3*）の命題も成立する。
　これで ２ 命題を両立させる 3 部門分割のシートンモデルの構造が明らか
となった。シートンモデルとは，Ⓐを条件とすることで②を導き，それを
介してⅠ・Ⅱ部門の集計としての価値と生産価格を一致（w1 +w２ =p1*+p２*）
させ，その上で z= 1 によってⅢ部門における価値と生産価格の一致
（w3 =p3*）を仮定し総価値 W= 総生産価格 P * を成立させている。他方，
Ⓐ→②を経由してⅠ・Ⅱ部門の集計としての剰余価値と平均利潤を一致
（m1 +m２ =r1*+r２*）させ，これにⒶ，②，z= 1 がⅢ部門の平均利潤を剰余
価値に一致（m3 =r3*）させるようともに機能して総剰余価値 M= 総平均
利潤 R * をも同時に成立させるのである。その際に条件Ⓑは， ２ 命題の両
立に直接寄与するのではなく，単純再生産の場合にⅢ部門の利潤率をⅠ・
Ⅱ部門の利潤率の水準に一致させる調整機能を果たしている。
　以上のようにシートンモデルを基礎財生産部門と奢侈財生産部門に区分
して考察した場合，条件Ⓐと z= 1 はともに各命題の成立に寄与している
ことがわかる15）。単純再生産の価値表式においては，剰余価値率が均等で
398
あればⒷ
15）
は無条件的に成立し，不等であっても成立するケースが存在す
る。これは出発価値表式における各部門の剰余価値率が均等・不等のいず
れにおいても ２ 命題を両立させるケースの存在を示唆するのであるが，し
かし労働の部門間移動に障害はないとして，これを理論に反映させるなら
ば剰余価値率の均等が妥当な想定となり，本稿では転形問題を考察する際
に剰余価値率の均等を前提とし，不等のケースは考察から除外する。 ２ 命
題を両立させるシートン表式の構造を図示すれば次頁のようになる。
　この表式構造を踏まえて ２ 命題の両立をシートンの数値表式で確認しよ
う。Ⅰ・Ⅱ部門の集計としての基礎財生産部門では価値 = 生産価格（=180）
および剰余価値 = 平均利潤（=45）が成立している。これに乖離の生じな
15）　ハワードとキングは 3 部門分割の単純再生産表式においてⅠ・Ⅱ・Ⅲ部門
の資本構成がそれぞれ総資本構成と一致する 3 つのケースを検討した。そし
て ２ 命題の両立には⒜ c3 : v3=w1 : w2と⒝ z= 1 の ２ 条件が満たされなければ
ならないと結論する。「ボルトキェヴィッチの手順において，成功的転化の
ためのマルクスの条件（総価値=総生産価格および総剰余価値=総平均利潤
──引用者）は，⒜Ⅲ部門の資本の有機的構成が社会的平均に等しく，かつ
⒝Ⅰ・Ⅱ部門の産出量の価格はⅢ部門の価格のタームで表現される（すなわ
ち z= 1 ）でなければ満たされえない。もしこの ２ 条件が満たされなければ，
次の⒜，⒝，⒞のいずれかとなる。⒜他部門がニュメレールとして用いられ
る。すなわち z≠ 1 ならば，利潤総額は剰余価値総額と等しくないであろう。
⒝Ⅲ部門の資本の有機的構成が社会的平均に等しくなければ，価格総額は価
値総額と等しくないであろう。⒞その両方。」
　　 上記の説明は，Ⅲ部門の資本構成が総資本構成に等しいという⒜が総価値
=総生産価格の命題を，他方で z= 1 の⒝が総剰余価値=総平均利潤の命題
を別個に成立させているかのようにも読めるのであるが，シートンモデルに
おける ２ 命題の両立には，⒜と⒝が単独でそれぞれの命題を成立させている
のではなく，ともに各命題の成立に関与していると理解すべきであろう。な
ぜなら，たとえ⒜の条件が満たされていても⒝がなければ総価値=総生産価
格の命題は成立しないからである（M. C. Howard and J. E. King, The Po-
litical Economy of Marx, 1975, p. 147）。
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いⅢ部門で生産される奢侈財の価値（60w3 ）と生産価格（60p3*）および剰
余価値（15m3 ）と平均利潤（15r3*）がそれぞれ両辺に加わることで総価値
２40W= 総生産価格２40P * および総剰余価値60M= 総平均利潤60R * の ２ 命
題が両立すると解釈できる。
　シートン表式とは， ２ 部門分割の場合に ２ 命題を両立させる価値表式を
もとに，Ⅰ部門に存在する余剰生産手段 ΔPm（=w1 －c1 －c２ ）をⅢ部門の
資本家の登場によって全額吸収させ，Ⅱ部門で生産される消費財を賃金財
に限定し，Ⅰ・Ⅱ部門の雇用労働者によって購買されざる残額（=w２ －v1
－v２ ）をⅢ部門の雇用労働者が購買するとの想定によって， ２ 部門分割の
価値表式から 3 部門分割の単純再生産表式へと変造した表式モデルである
とみることができる。換言すれば， ２ 部門分割において ２ 命題を両立させ
る出発価値表式を基礎財生産部門の価値表式として配置し， ２ 部門分割の
際にⅠ部門で生じる実現不能な部分を含む余剰生産手段をすべてⅢ部門が
吸収し，同様にⅠ・Ⅱ部門の労働者による実現不能な賃金財をⅢ部門の労
働者が吸収するとの想定によって， ２ 部門分割では転態不能な価値表式を
3 部門分割の単純再生産表式に改造して転態可能としたモデルであると理
解することができる。改造して作成された 3 部門分割の価値表式は，Ⅰ・
Ⅱ部門の部門構成に基礎財生産部門の資本構成と奢侈財生産部門のそれが
単純再生産の
価値表式の条件 価値表式と生産価格表式の比較 2 命題の両立
Ⓐ c3v3 =
w1
w2 ②
c1+c2
v1+v2=
w1
w2 ⑥ w1+w2=p1*+p2*
⑦ m1+m2=r1*+ r2*
⑧ m3=r3*
z=1 ③ w3=p3*
Ⓑ m3v3 =
w3
w2
剰余価値率の均等
総価値W=総生産価格P*
総剰余価値M=総平均利潤R*
π3=π2=π1（利潤率の均等）
　　　［シートン表式と ２ 命題の両立］
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合致するという特徴をもつものであった。したがってそのような特徴をも
つ価値表式であれば， ２ 命題の両立は何も単純再生産に限ることなく，拡
大再生産においても可能であろう。シートン自身は，単純再生産の想定が
なければ， ２ 命題の両立は不可能であると考えていたようである。
　　「奢侈財生産部門を代表とする（c3  : v3  : a3 =Σc : Σv : Σa）という仮定
は，まったく同様な過程を通してみればわかるとおり，Σa ／Σs=Σ
ap ／（Σs）p3 を意味することになる。しかし，この場合は〈単純再生
産〉という仮定をさらに追加しなければ，なにか意味のある不変性を導
き出すことはできない。」16）
　ハワードとキングも ２ 命題を両立させるシートンモデルを，次のように
解説している。
　　「シートンは，総価格に等しい総価値，総利潤に等しい総剰余価値，
そして〈価格〉利潤率に等しい〈価値〉利潤率という，マルクス自身の
結論が有効であるために必要とされる特殊な諸仮定をきわめて注意深く
探求している。これらの仮定が成りたつためには，部門Ⅲにおける資本
の有機的構成が社会的平均に等しく，かつこの体系が単純再生産（拡大
再生産でなく）の状態になければならない。」17）
　しかしⅠ・Ⅱ部門の部門構成比に基礎財と奢侈財生産部門の資本構成が
16）　Seton, op. cit. 前掲訳書『論争・転形問題』所収，74ページ。
17）　M. C. Howard and J. E. King, A History of Marxian Economics, Vol. Ⅱ, 
1992, p. 239. 振津純雄訳『マルクス経済学の歴史』（下）ナカニシヤ出版，
1998年，357ページ。
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一致するというシートン表式の特徴を具備した出発価値表式であれば，そ
れが単純再生産であろうと拡大再生産であろうと，導出される生産価格表
式との比較では，いずれにおいても ２ 命題は両立するのであって，単純再
生産の世界に限って ２ 命題は両立可能性をもつとはいえないのである。こ
の点を確認するために，シートンの単純再生産表式を改造して拡大再生産
表式を作成し，それと生産価格表式を比較してみよう。シートン表式にお
けるⅠ・Ⅱ部門を不変とし，Ⅲ部門の資本構成を変えずにただ生産規模を
縮小すれば，  　 =　　 =
w1
w2
c1+c2
v1+v2
c3
v3  を保持した拡大再生産表式が作成される。Ⅲ
部門の比重減少によって余剰生産手段 ΔPm が発生し，単純再生産は拡大
再生産へと変質する。下記の拡大再生産表式は，Ⅲ部門の生産規模を 23
に縮小して ΔPm=10を発生させたケースであり，それ以外は単純再生産
と同様の仮定（各部門の資本構成，剰余価値率等）を置いている。さらに各
部門が均等な成長率  　 　（≒ 9 %）で成長すると想定して蓄積構造も加え
て示したものである。
𝑔𝑔 1
11＝
9
1
11mα1（
5
11≒45%）
Ⅰ 80c1+20v1+7
3
11mc1+1
9
11mv1 +10
10
11mβ1=120w1 （π1 =
1
5）
3
2
11mα2（
7
55≒13%）
Ⅱ 10c2+25v2+
10
11mc2+2
3
11mv2 +21
9
11mβ2 = 60w2 （π2 =
5
7）
2
8
11 （
3
11≒27%）
Ⅲ 20c3+10v3+1
9
11mc3+
10
11mv3 + 7
3
11mβ3 = 40w3 （π3 =
1
3）
Σ 110C+55V+ 10Mc +  5Mv + 40Mβ =  220W
55M
（注）　
c1+c2
v1+v2=
c3
v3=
w1
w2=2，（ ）内は均等成長率（   =
1
11）を保つための蓄積率。
利潤率
𝑔𝑔
mα3
　　　［拡大再生産価値表式］
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　これに単純再生産と同様の乖離率 x，y，　　　　　　　を乗ずれば，各
部門の利潤率を均等に  　　とする生産価格表式が作成される。
　価値タームと生産価格タームのいずれにおいても生産財，賃金財，奢侈
財の需給は一致し諸転態に困難は生じない。出発拡大再生産表式と生産価
格表式を比較すれば，総価値 ２２0W= 総生産価格 ２２0P * および総剰余価値
55M= 総平均利潤 55R * の ２ 命題は両立している。単純再生産では，各部
門の剰余価値率 m'（＞ 0 ）が均等であれば v3  : m3 =w２  : w3 は成立するが，
拡大再生産ではそのような関係は成立しない。 3 部門分割の場合， ２ 命題
の両立は単純再生産のみならず拡大再生産においても可能なのであるか
ら，シートンが ２ 命題の両立する価値表式モデルの条件とした v3  : 
m3 =w２  : w3 は単純再生産を想定した場合の特殊条件であって一般条件で
はなかった。 3 部門分割において，出発価値表式が =　 =
c1+c2
v1+v2
c3
v3
w1
w2 なる条
件を満たし，z= 1 と仮定すれば ２ 命題は単純・拡大再生産を問わず両立
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3
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1
11
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11
6
11mβ2 z=36p2
*
 
mβ3 z=40p3*
（π2=
1
3 ）
2
8
11（
3
11≒27%）
Ⅲ 24c3 x+ 6v3 y+2
2
11
6
11
3
11 （π3=
1
3 ）
132Cx +33Vy+ 12Mcx + 3Mvy 40Mβz+ = 220P*
55R*
利潤率
Σ
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するのであり，その際にⅢ部門の利潤率をⅠ・Ⅱ部門の利潤率に一致させ
るために単純再生産で用いた条件 =
m3
v3
w3
w2は，拡大再生産においては適用
できない。
　これまでの考察結果を整理しておこう。出発価値表式と，それから導出
される生産価格表式の総計部分を比較して，そこで ２ 命題（総価値 = 総生
産価格，総剰余価値 = 総平均利潤）を捉える場合， ２ 命題の両立は，社会的
生産を生産財と消費財に区分する ２ 部門分割では総資本構成と部門構成が
一致する価値表式を必要とした。しかしそのような価値表式は，表式内部
で転態不能な再生産表式であり，しかもそれを転化させた生産価格表式に
おいては，両部門の蓄積率を100% として最大成長率（= 利潤率）を達成す
ることが転態困難を回避するために要請されている。これに対して，社会
的生産を生産財，賃金財，奢侈財に区分する 3 部門分割では， ２ 命題の両
立は単純再生産と拡大再生産のいずれにおいても可能となるが，それには
基礎財と奢侈財生産部門の資本構成がⅠ・Ⅱ部門の部門構成比に合致する
価値表式を必要とした。 ２ 部門分割あるいは 3 部門分割のいずれで考察し
ても， ２ 命題の両立はそのような特殊な条件をもつ価値表式から出発する
以外には論証できない。あるいは逆に，そのような特殊条件をもたない一
般的価値表式から出発すれば ２ 命題は両立せず，いずれか一方の命題は不
成立となる。 ２ 命題の両立ケースは特殊ケースであり，一般には両立不可
能といえる。 ２ 命題の両立ケースを示したシートンもそれが特殊モデルで
あることを認めている。
　　「このように，このモデルは解についてマルクスが予想したすべての
性格を満足し，転形問題に対して完全な確定性を付与することができ
る。だが，このモデルはきわめて多くの限定をうけており，一般性から
著しく離反してしまっている点からみて，あまり推奨できるものではな
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い。」18）
5 ． 総計一致の 2命題と価値法則の理解
　マルクスは，総計一致の ２ 命題の成立を根拠に価値が価格の運動を支配
すると考えていたと思われる。
　　「諸商品の総価値は総剰余価値を規制し，この総剰余価値はまた平均
利潤それゆえ一般的利潤率の高さを規制する（一般的法則として，または
諸変動を支配する法則として）のであるから，価値法則は生産価格を規制
するのである。」（K. Ⅲ, S. 189）
　商品の総価値が総生産価格を，総剰余価値が総平均利潤を数量的に規制
することが，価値法則の貫徹形態であるとすれば，当然， ２ 命題の両立が
価値法則の論証にとって不可欠となる。しかし ２ 命題は特殊ケースに限っ
て両立し，一般には両立せず一方の命題は不成立とすれば，価値法則支配
の論拠の片方が失われることで論拠の乏しい法則となるのであろうか。あ
るいはそれによって価値法則自体が否定されるのであろうか。価値が価格
を支配するという価値法則支配との関連で，これを如何に理解すべきか。
この点を検討するために，ここで総計一致の ２ 命題と価値法則の論証に関
する従来の見解を概観しておこう。
　第 1 の見解は， ２ 命題の成立自体を無意味と考える。ディキンソンは，
価値と価格は次元が異なり，両者を等置することは無意味であり，乖離率
の相対比あるいは価格比だけが有意であるとする。
18）　Seton, op. cit. 前掲訳書『論争・転形問題』所収，74ページ。
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　「価値と価格は異なる次元の量であり，異なる単位で測られる。価値
は労働の量で測られる。価格は貨幣の分量で測られる，……価格総額を
価値総額と等置するという考えは無意味である。価格比率を価値比率に
等置することが意味をもつだろう。」19）
　ディキンソンを基本的に支持した大島氏は，価値と価格を同一次元で対
比する ２ 命題は誤りであり，理論的には放棄すべき命題であると主張す
る。
　「⑴ 総価格 = 総価値，⑵ 総利潤 = 総剰余価値は次元のちがう経済量
を無媒介に同質化している。価値は労働時間タームで表現され，価格は
使用価値量によって表現されることはマルクスの価値形態論からあきら
かだが，ここではそうした対象の経済学的構造が無視され両者の数値的
同一性が強調されるにすぎない。……それゆえ総計二命題はマルクスの
本来の構造にとっては二義的な規定である。マルクスの平均利潤の規定
および総計二命題は，たんなる説明の便宜のばあいは別として，理論的
には放棄さるべきであり，そのことはマルクス体系の純化にこそなれ否
定となるものではないのである。」20）
　桜井氏も，価値と価格は次元的区別があり量的比較はできず，したがっ
て ２ 命題を無意味とされる。
19）　H. D. Dickinson, “A Comment on Meek’s ‘Note on the Transformation 
Problem’,” Economic Journal, 66, 1956. 前掲訳書『論争・転形問題』所収，
62-63ページ。
20）　大島雄一『価格と資本の理論』未来社，1965年，297-310ページ。
406
　　「範疇の異なる概念として，価値と価格の一致とか不一致とかいう表
現は，それ自体としては，実は意味をもたないであろう。なぜなら，一
致とか不一致とかいいうるためには，論理的にも通約しうる共通物の存
在を前提するが，両者はそのような関係にあるものではないからであ
る。」21）
　このような理解は，価値の実体としての労働量と価値の形態としての価
格の次元における相違を強調する宇野学派と呼ばれる人達の共通認識であ
るようだ22）。大内氏は，価値と生産価格を同一次元のものとして比較する
ことは意味がなく，したがって ２ 命題の成立に価値と生産価格の量的関連
をみることは正当ではないという。
　　「生産価格と実体的な価値関係との関連については，……本来，価値
の実体規定と形態的表現という，いわば次元の異なるものとして処理す
べきものである。したがって，両者を同一次元のもののように比較する
ことは，はじめから意味のないことであるし，それらの総額についても
等置関係をみることは，無意味である。……マルクスが上記の二命題に
21）　桜井毅「〈転形問題〉をめぐって」玉野井芳郎編『マルクス価格理論の再
検討』青木書店，1962年，所収，85ページ。
22）　もっとも宇野氏は，生産価格の成立段階で ２ 命題の両立を説き，それを個々
の商品の生産価格が価値から無制限に乖離することのできない理由としてい
る。「即ち生産物は，その費用価格に投下資本に対する平均利潤を加えたも
のをその生産価格とするのであるが，その平均利潤の総計が剰余価値を資本
額に対して平等に分配したものに過ぎないのであるから，生産価格総額は価
値総額と等しくならざるを得ない。資本は，その各々が生産した剰余価値総
量を──それ以上でもなく，それ以下でもなく──分配する外はないので
あって，生産価格がいかに価値から乖離するにしても，この限度を出ること
は出来ない。」（宇野弘蔵『経済原論』岩波書店，1977年，309ページ）。
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よって，価値法則と生産価格の量的関連がつけられたとかんがえている
とすれば，それは決して両者について正当な理解とはいえないであろ
う。」23）
　次元の相違説は，価値と価格の測定単位の相違を理由に，総価値と総生
産価格および総剰余価値と総平均利潤の間の数量的規制関係を認めない。
　しかし価値と価格の次元の相違を強調するあまり，価値と生産価格ある
いは剰余価値と平均利潤の関連を一切遮断することになれば，価値が価格
を規制することの科学的探究を最初から放棄してしまうことになるであろ
う。鶴田氏は，次元の相違説を「知的敗北主義」であると非難する。
　　「しかし，さきにディキンスンやここに引用したかぎりの桜井氏の発
言は次元の相違を理由にして，価値と生産価格との関連，とくにその量
的な関連を追及するという問題を回避するわけであるから，一種の知的
敗北主義であって，結果的には価値と生産価格とをまったく切り離して
しまうということになりかねない。」24）
23）　大内秀明『価値論の形成』東京大学出版会，1964年，378-379ページ。
24）　鶴田満彦「価値と生産価格」『中央大学100周年記念論文集』1985年。高須
賀氏も，宇野学派は次元の相違論によって転化問題を回避していたと批判す
る（高須賀義博，前掲書，119ページ）。
　　 マルクスは，彼以前の経済学の理論的混乱と競争戦におかれている資本家
の内的本質を認識する能力の欠如を皮肉をこめて次のように述べている。「従
来の経済学は，価値規定を基礎として固持できるようにするために，剰余価
値と利潤との，また剰余価値率と利潤率との区別をむりやり捨象するか，そ
うでなければ，現象面において目立つ前記の諸区別を固持するために，この
価値規定とともに科学的態度のいっさいの基礎を放棄するかしたという事情
──理論家たちのこの混乱こそは，競争戦のとりこになってその諸現象を少
しも見抜かない実務屋の資本家が，外観を貫き通してこの過程の内的本質と
内的姿態とを認識することではどんなにひどく無能でしかありえないかを，
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　そして鶴田氏は，次元の相違説がそのような危険をともなうことを桜井
氏もようやく自覚し反省していると指摘して，次の桜井氏自身の言葉を紹
介している。
　　「結局，価値の生産価格にたいする規制が具体的になにもあきらかに
ならないまま，価値と生産価格の論理的次元の相違が強調されるとすれ
ば，事実上，生産価格論は，個別資本の内部の生産の条件にかかわりな
く，資本量に比例して利潤が平均的に配分されるという事実を説明して
いるだけのことになってしまうようにみえる。それは価値論なき均衡価
格論にすぎないことになるのであろうか。」25）
　第 ２ の見解は， ２ 命題の両立は労働価値論と不可分であり， ２ 命題の不
成立はマルクス経済学体系の崩壊を意味すると考える。松石氏は， ２ 命題
の両立は労働価値論の必然的帰結であると主張する。
　　「総計一致の ２ 命題こそ労働価値説の必然的帰結であり，この ２ 命題
の不成立は，即労働価値説の崩壊である。この ２ 命題が不成立ならば，
価値で価格を，剰余価値で利潤を説明できないことになるからであ
る。」26）
　見田氏は ２ 命題が不成立であれば，その意味するところを次のように解
もっともよく示している。」（K. Ⅲ, S. 178.）生産価格と価値，平均利潤と剰
余価値という現象と本質を切断するのではなく，両者をリンクさせその内的
関連を探究してこそ科学的研究態度といえるのではなかろうか。
25）　桜井毅「価値と価格」鈴木鴻一郎編『セミナー経済学教室』日本評論社，
1974年，所収，187ページ。
26）　松石勝彦『マルクス経済学』青木書店，1990年，288ページ。
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説する。
　「もし総生産価格と総価値とのあいだに過不足があるとすれば，平均
利潤や生産価格は剰余価値や価値によって規制されるものでなくなるだ
ろう。少なくともそこに価値や剰余価値以外のそれらを規制し生滅・増
減させるある神秘の力がはたらいていることになり，それらは価値・剰
余価値の転化形態でないことになる。」27）
　大石氏は，２ 命題の両立によって労働価値論は保持されるとの立場から，
次のようにいう。
　「問題の ２ 命題の一方でも成立しえないと主張するものは，事実上，
マルクスの労働価値論を放棄ないし否定しているということである。お
よそ労働価値論を否定してしまっては，マルクス経済学は成り立たな
い。」28）
　これらの見解の根底には，総価値と総生産価格および総剰余価値と総平
均利潤が数量的に一致することで，生産価格は価値によって，利潤は剰余
価値によって一義的に説明することが可能となるとの理解がある。
　第 3 の見解は，一方の命題が不成立であっても，それは労働価値論の有
効性を損なうものではないと考える。置塩氏は，一般には総価値 = 総生
産価格となるが，総剰余価値≠総平均利潤であり，その総剰余価値と総平
均利潤の数量的不一致は，同一の剰余生産物が価値から生産価格で評価さ
27）　見田石介『価値および生産価格の研究』新日本出版社，1972年，116ページ。
28）　大石雄爾『マルクスの生産価格論』創風社，1989年， 9 ページ。
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れたことによるもので，剰余生産物が利潤の源泉であることは揺るがない
と弁明し，労働価値論との整合性を主張する。
　　「1２0（剰余価値総計──引用者）と114（利潤総計──引用者）とが異なる
のは，評価が価値から生産価格に変わったからであるが，いずれも同一
の剰余生産物の異なった評価であるに過ぎない。したがって，労働者が
剰余労働を搾取され，剰余生産物を生産させられることが，利潤の源泉
であることは厳然として，ゆるがない，利潤が生産価格で評価されるこ
とによって，1２0より114に減少すること（設例いかんによっては増大する
こともあり得る）は，搾取された剰余労働がどこかへ蒸発（増大の場合は，
天降り）したりするのでは決してないのである。」29）
　しかし総剰余価値と総平均利潤の不一致を置塩氏のように価値から生産
価格への評価変えによるものとすれば，同じ理由で総価値と総生産価格の
不一致もまたそのように説明できるはずであり，結局， ２ 命題は労働価値
論の論証に何ら関与するものではないとの結論を許すことになろう。
　見解の相違は，価値法則の論証方法にも反映される。第 1 の見解は，価
値と生産価格，剰余価値と利潤の総量等置によって価値法則を論証しよう
とする研究方法を否定する。そればかりか総価値と総生産価格および総剰
余価値と総平均利潤の数量比較によって規制関係の存在を究明しようとす
る如何なる試みも是認しないであろう。第 ２ の見解をとれば，価値法則は
２ 命題の両立によって論証する以外になく，総価値 = 総生産価格および
総剰余価値 = 総平均利潤に代わる他の規制関係の存在を否認するであろ
う。第 3 の見解は，総価値 = 総生産価格であれば価値法則の有効性は保
29）　置塩信雄，前掲書，197-198ページ。
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持されると主張するのであるから，総剰余価値が総平均利潤を規制する関
係を問題として提起することはない。
　では，価値表式とそれから導出される生産価格表式を比較した場合，総
価値と総生産価格および総剰余価値と総平均利潤は如何なる関係にあるか
を検討しよう。まず価値は労働量，価格は貨幣量を単位とするので比較不
能であるとする次元の相違説に対して，価値表式を価値どおりの価格，あ
るいは価値に比例した価格（価値価格）30）での補塡関係を示すものであると
読めば，それと生産価格表式との比較は意味をもつ。
　［価格表式Ⅱ－1］は，生産財と消費財価格が価値から乖離せず x=y= 1
のとき［価値表式Ⅰ－1］に還元される。それを価値と価格の一致する［価値
価格表式］と解釈して，価値からの乖離を示す［生産価格表式Ⅲ－ 1 ］と比
較する。両表式の総計部分にある総価値 W と総生産価格 P * の比率を求
めれば，
　　
P*
W =　　　  y
w1h*+w2
W  ⑽　
である。右辺にある y 以外の価値数値表式より決定される定数部分を u
とすれば，総生産価格／総価値 =uy となる。数量的には，総価値 W の
30）　マルクスは，価値どおりの価格での販売と，生産価格での販売の相違を強
調する。「まずはじめに，異なる生産諸部門におけるすべての商品が，それ
らの現実の価値どおりに売られると仮定しよう。その場合にはどうなるであ
ろうか？　前に展開されたところによれば，異なる生産諸部門では非常に異
なる利潤率が支配するであろう。諸商品がそれらの価値どおりに売られるか
どうか（すなわち，諸商品がそれらに含まれている価値に比例して，それら
の価値どおりの価格で，相互に交換されるかどうか）ということと，諸商品
が，それらの販売によってそれぞれの生産のために前貸しされた諸資本の同
じ総量に対して同じ大きさの利潤がもたらされるような価格で売られるかど
うかということは，明らかに二つの全く異なることがらである。」（K. Ⅲ, S. 
184）。
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uy 倍が総生産価格 P * であると規定される。⑽が示すように総生産価格／
総価値は y と比例関係にあり，その比例定数 u は価値表式データから得
られる。生産価格水準を確定する機能を果たす y に如何なる数値を入れて
生産価格を規準化しても，それの u 倍が総価値に対する総生産価格の比
率となる。
　一方，総剰余価値 M=m1 +m２ ，総平均利潤 R *={M+（v1 +m1 －c２ ）（h*－
1 ）}y であり， ２ 部門分割において v1 +m1 －c２ は余剰生産手段 ΔPm を意
味するので，その部分を ΔPm と表記すれば，総剰余価値 M に対する総
平均利潤 R * の比率は，
　　
R*
M =             　　　  y
M+⊿Pm （h*－１ ）
M  ⑾　
である。右辺にある y 以外の価値数値表式より決定される定数部分を s と
すれば，総平均利潤／総剰余価値 =sy となる。数量的には，総剰余価値
M の sy 倍が総平均利潤 R * であると規定される。⑾が示すように総平均
利潤／総剰余価値も y と比例関係にあり，その比例定数 s も価値表式デー
タから得られる。生産価格を任意の y で規準化する場合，それの s 倍が総
剰余価値に対する総平均利潤の比率となる。したがって総生産価格／総価
値と総平均利潤／総剰余価値は，いずれも生産価格水準を確定する y の定
数倍となっている。
　以上の関係を［価値数値表式Ⅰ－２］と［生産価格数値表式Ⅲ－ ２ ］の数値を
用いて一般ケースとして示したものが図 4－1であり，出発価値数値表式
［ 4 ］と生産価格数値表式［ 5 ］の数値を用いて ２ 命題を両立させる特殊
ケースを示したものが図 4－２ である。
　縦軸に 　と　 を，横軸に y をとる。　と　 の比率が 1 のときに総計一
致が成立するので，一般ケースでは F 点で総価値 = 総生産価格，G 点で
総剰余価値 = 総平均利潤となる。特殊ケースでは u=s となり，C 点で ２
P*
W
R*
M
P*
W
R*
M
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命題が成立する。一般ケースでは　　　　　　を基準として，y がそれよ
り小であれば 総価値＞総生産価格，それより大であれば 総価値＜総生産
価格となる。また y=　（= 　）1s
12
13 を基準として，y がそれより小であれば 総
剰余価値＞総平均利潤，それより大であれば 総剰余価値＜総平均利潤と
なる。特殊ケースでは 　　　　　　　を基準として，y がそれより小で
あれば総価値＞総生産価格，総剰余価値＞総平均利潤 となり，それより
大であれば 総価値＜総生産価格，総剰余価値＜総平均利潤となる。いず
れにしても総計一致とは， P*W と　 が y と比例関係にあることを前提とし
た上で，両比率（あるいは uy と sy）が 1 となる位置で成立する命題なので
ある。⑽と⑾なる関係は，総計一致の成立・不成立に関わりなく一貫して
保持されるのであるが，そのうち y=　1u のときに 総価値 = 総生産価格，
　　　のときに 総剰余価値 = 総平均利潤 が成立すると解釈できる。
　F，G，C 点上では，これら総計一致を成立させているメカニズムを意
識することなく，総価値が総生産価格を，総剰余価値が総平均利潤を直接
に規定していると観察される。しかし総価値の uy 倍が総生産価格であ
り，総剰余価値の sy 倍が総平均利潤であるとの量的規定関係は，総計一
y= （= ）1u
56
65
y= =   （= ）1u
1
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図 4－1　一般ケース
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図 4－２　特殊ケース
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致の成立・不成立あるいは一般・特殊ケースに関わりなく保持されている
のであり，F，G，C 点もこの量的規定関係に従属している。したがって F，
G 点あるいは C 点でのみ成立する命題を論拠として価値法則支配の妥当
性を主張することは，価値法則支配の有効範囲を著しく狭める結果となり
はしないであろうか31）。総計一致の成立・不成立を問わず，総価値と総生
産価格および総剰余価値と総平均利潤の間には，生産価格水準を確定する
y を介して以上のような量的規定関係が存在しているのである。
　マルクスには，総計一致とは別に「価値こそは，生産価格の背後にあっ
て，究極においてそれを規定するものである」（K. Ⅲ, S. ２19）とする記述
もみられる。価値が直接的でなくとも間接的に，あるいは究極において生
産価格を規制していれば，価値法則の有効性は担保されると考えていたと
思われる。
　これまでの考察結果をまとめておこう。出発価値表式とそれから導出さ
れる生産価格表式の総計部分を等置して総計一致の ２ 命題を捉えるなら
ば， ２ 命題は 総価値 = 総生産価格，総剰余価値 = 総平均利潤 と定義され
る。その場合に ２ 命題の両立は特殊な条件（u=s）を満たす価値表式から
出発すれば可能となるが，一般的な価値表式では不可能であることをみ
た。そして価値法則の妥当性を以上の ２ 命題の成立・不成立によって判定
31）　高須賀氏は，これまでの転形論はマルクスの総計一致の命題が成立するか
否かを軸に展開されてきたとして，この議論の方向性に疑問を抱く。そして
価値が生産価格を規制することを論証するには，生産価格を価値の関数とし
て定式化することが必要であると指摘した。「転形問題の中心課題は，あく
まで価値と生産価格の間の理論的関連を明らかにして，生産価格の背後に
あって，それを内面から規制する価値の理論的有効性を立証することにある
のであって，そのためには，利潤率を剰余価値率の関数として定式化したよ
うに，生産価格を価値の関数として定式化することが必要なのであって，総
計一致はその 1 つではあるが，視点が狭すぎるのである。」（高須賀義博『鉄
と小麦の資本主義』世界書院，1991年，220ページ）。
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することに対する疑念も提示した。
　転形論争において総計一致の ２ 命題とは，価値タームを生産価格ターム
に転化させる際，転化をはさんで 総価値 = 総生産価格 および 総剰余価
値 = 総平均利潤 が成立するものと理解され，その正否が検討されてきた。
総計一致のこのような理解は，大部分の論者に共有されてきた暗黙の前提
であった。本稿のこれまでの考察においても総計一致の ２ 命題を価値表式
と生産価格表式の比較で捉え，その成立条件を検討した。
　だが総計一致の ２ 命題は他の解釈と定義が可能である。それは総生産価
格と総平均利潤の背後にあって，それらを規制する価値量を求め，総計一
致を両者の対応関係で捉えるのである。そのためには生産価格の内的区分
をなす費用価格と平均利潤部分に相当する商品生産物が有する価値量を部
門別に検出した生産価格対応価値表式を作成し，生産価格表式と対応価値
表式の総計部分を等置して，そこで総計一致の ２ 命題を捉えるという，こ
れまでとは異なる観点からの分析を必要とする。総計一致を従来のように
出発価値表式と生産価格表式の比較ではなく，生産価格表式とそれから導
出される生産価格対応価値表式との比較で捉えるのである。次にこの観点
から ２ 命題の成立を検討しよう。

